
事例２－１ 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理〔法務省実績評価〕 
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事例２－２、２－19 保護観察対象者等の改善更生〔法務省実績評価〕 
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事例２－３ 感染症の発生・まん延の防止を図ること〔厚生労働省実績評価〕 
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る。もはやどの国も安全ではない 」との警告を発しており、我が国においても、普段。
から感染症の発生及びまん延を防止していくことに重点を置いた事前対応型行政の構築
が求められている。

このため、国内への病原体の侵入を防止するための水際対策の強化、緊急時における
国内での感染症対策の強化等、総合的な感染症予防対策の推進を図る必要がある。

感染症対策の充実については、平成１９年３月に結核予防法を廃止し、感染症法に統
合したところであり、保健師などが服薬状況を確かめる直接服薬確認療法事業の推進に
より、結核患者の早期発見、早期対応に加えて再発防止等の対応が可能となっている。

病原体等所持者からの許可及び届出の受付等については、平成１９年６月１日の省令
施行後の許可申請及び所持の届出に対応するため、受付事務及び検査等についての適正
な執行体制を確保する必要がある。

予防接種の実施の推進については、法律において、市町村への実施の義務、被接種者
（保護者）の受ける義務が定められ、現状では、概ね適正に行われていることにより、
高い接種率が確保されている。

また、肝炎については、本人の自覚がないまま、肝硬変や肝がんといった重篤な疾病
に進行するおそれがあること等にかんがみ、従来から総合的な対策を行ってきたが、い
まだ国内最大の感染症として国民全体の健康課題となっている。

３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
24.8 23.3 22.2 20.6 集計中１ 結核患者罹患率の推移 単位：人（ ）

（人口10万人対比18人以下／平成
22年度）

100.0２ 病原体等取扱施設の検査結果の適 - - - -
【 】正割合（単位：％） 111.1%

(90％以上／毎年度）
３ 予防接種の接種率（ポリオ・麻疹

・風疹 （単位：％））
(おおむね95％／毎年度）

98.4 94.6 95.4 集計中 集計中ポリオ
102.4 93.7 97.8 集計中 集計中麻疹
100.3 98.1 143.6 集計中 集計中風疹
4,940 11,773 7,041 36,480 集計中４ 保健所等における肝炎検査受診者

【 】【 】【 】数（単位：人） 【117．0 238.3％ 59.8％ 518.1％

％】（前年度以上／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は 「結核の統計２００７ （(財)結核予防会調べ）によるものである。平、 」

成１９年の数値は現在集計中であり、平成２０年９月に確定値等公表予定である。
・ 指標２は、結核感染症課調べである。なお、平成１９年６月から実施されたもので

あることから、平成１８年度以前の数値は集計不可。
・ 指標３は、健康局結核感染症課調べである。平成１８年度分は、平成２０年９月公

表予定であり、平成１９年度分は平成２１年９月公表予定である。
※予防接種の接種率が１００％を超えていることについては、接種年齢が複数年に

渡っている一方で、その分母については、未接種者等の対象者をその全学年で把握
することは困難であるため、対象となる年に実施する者が多いことから、対象年齢
になる年の対象者数を分母にして計算しているためである。

・ 指標４は、健康局疾病対策課及び結核感染症課調べであり、Ｂ型肝炎ウイルスとＣ
型肝炎ウイルスの検査数を合計したのべ人数である。平成１９年度の数値は平成２０
年９月頃に公表予定である。

施策目標の評価
【有効性の観点】

結核の直接服薬確認療法事業等を実施することで多剤耐性結核菌の発生を防ぐことは
有効である。

（Ⅰ－５－１）
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病原体等所持者からの許可及び届出に関する事務を適切に行うことは、病原体等の管
理体制を確立することになり、生物テロ等を未然に防止することとなり有効である。

また、高い予防接種率を維持することは、これら感染症の罹患者を減少させることが
でき有効である。

肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないことが多
いこと、また放置すると肝硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあること
等から早期発見・早期治療が極めて重要である。保健所等における肝炎検査体制の整備
を進めることで、肝炎患者の早期発見・早期治療を行うことが可能となる。
【効率性の観点】

結核の直接服薬確認療法事業を実施することにより、早期治療につながり、効率的な
手段である。

病原体等の管理体制を確立することは、国が病原体等の所持の状況を一元的に把握す
ることができ、効率的に管理することができる。

また、予防接種率の向上させることは、該当感染症への罹患者を減少させることがで
き、国民の健康の確保に資することになる。

肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないことが多
いこと、また放置すると肝硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあること
等から早期発見・早期治療が極めて重要である。保健所等における肝炎検査体制の整備
等の肝炎対策の推進は、肝炎患者の早期発見・早期治療に資するものであり、感染症の
発生・まん延防止を図る上で効率的な手段といえる。
【総合的な評価】

結核の罹患率は着実に減少しているところであるが、平成１９年４月に感染症法が改
正され、結核についても感染症法の中で対策が推進されることとなったところであり、
今後は、入院の勧告手続等について、人権を尊重しつつ、より適確に入院手続を実施す
ることが可能になったほか、法第１５条に基づく積極的疫学調査の実施等更なる対策の
推進が可能となることから、着実に罹患率を減少できるものと考えることができ、評価
できる。

病原体等取扱施設については、感染症法の改正に伴い、情報提供や検査等による施設
の適正な管理の確保、病原体等の適正な管理を法令に基づき遵守する義務が生じたとこ
ろであり、今後は、感染症法第５６条の３０に基づく報告や感染症法第５６条の３１の
立入検査の状況を見極めて適確な対応をしていくことにより、施策が推進できると考え
る。

感染症については、発病を防ぐ予防策等の手段として予防接種が極めて重要であり、
一定の感染症について予防接種可能な状況を確保するとともに、現時点での接種率は、
高水準で維持されており、概ね適正に実施されていると考えられ評価できる。感染の更
なる防止のため、より積極的に推進し、感染者の発生を抑制していく必要がある。

また、肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないこ
とが多いこと、また放置すると肝硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあ
ること等から、早期発見・早期治療が極めて重要であり、検査体制のさらなる充実が必
要である。特に平成２０年１月からは、肝炎ウイルス検査をより一層推進するため、こ
れまでの保健所での無料検査に加えて、都道府県等が委託した医療機関における検査に
ついても無料で受診できるよう措置を行った。また、平成２０年度からは、Ｂ型及びＣ
型肝炎のインターフェロン治療に対する医療費助成制度の創設や研究の推進等を柱とす
る新しい肝炎総合対策を開始したところであり、今後とも、肝炎対策のより一層の推進
が求められる。

近年、その発生が危惧されている新型インフルエンザに対応するため、感染症法及び
検疫法を改正(平成２０年５月２日公布、５月１２日施行）し、その対策を進めている
ところである。

４．個別目標に関する評価
個別目標１ 感染症対策の充実を図ること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）
Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
24.8 23.3 22.2 20.6 集計中１ 結核患者罹患率の推移 単位：人（ ）

（人口10万人対比18人以下／平成
22年度）
※施策目標に係る指標１と同じ。
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80.6 80.0 81.2 79.5 集計中２ 定点医療機関の全国充足率（単位
：％）
(おおむね100％／毎年度）

３ 感染症指定医療機関充足率(単位
76.2 76.7 79.4 82.7 84.2： ）%

(おおむね100％／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は、結核の統計２００７（(財)結核予防会調べ）によるものである。平成１

９年の数値は現在集計中であり、平成１９年９月に確定値等公表予定である。
・ 指標２は、健康局結核感染症課調べである。
・ 指標３は、健康局結核感染症課調べである （平成１５年及び平成１６年は各年の。

６月３０日現在、平成１７年から平成１９年は各年の３月３１日現在の病床数を元に
算出）

※ 感染症指定医療機関の概要については、別添の参考１を参照のこと。

※ 定点医療機関の全国充足率：定点医療機関とは、その必要数（分母）は、平成17年
度までは平成12年度国政調査に、平成18年度からは平成17年度国勢調査に基づき、保
健所管内人口を基に算出した必要定点数を合計した数値であり、感染症の発生動向を
把握するために、患者発生数の報告を依頼している医療機関である。定点把握対象の
２８疾患について、人口比で一定数を確保することにより、発生の傾向を把握し、対
策に資するための指標となる数値である。

※ 感染症指定医療機関充足率：全国の第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指
定医療機関の指定数÷通知（感染症指定医療機関の指定について（平成11年3月19日
付け健医発第457号 ）に示した配置基準に基づいた数値）

参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
10,237 10,164 10,316 9,963 集計中１ 定点医療機関数
1,721 1,761 1,685 1,700 1,692２ 感染症指定医療機関数 単位：床（ ）
369 370 365 358 358３ 二次医療圏の総数（単位：数）

・ 参考指標１は、健康局結核感染症課調べである （インフルエンザ定点、小児科定。
点、眼科定点、性感染症定点、基幹定点を合算したもの）

・ 参考指標２は、結核感染症課調べである （平成１５年及び平成 年は各年の６。 １６
月３０日現在、平成１７年から平成１９年は各年の３月３１日現在の病床数）

・ 参考指標３は、医政局指導課調べ（毎年度末現在）

個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
結核患者罹患率は直接服薬確認療法事業などの取組の結果、毎年減少してきており、

感染症対策の充実にむけて進展していると評価できる。今後は更に、感染症法に基づく
国の指針及び都道府県の予防計画を踏まえ、調査研究事業や各自治体の実情に応じた施
策（直接服薬確認療法等）を推進することにより、結核患者罹患率の減少に向けた結核
対策を実現する。

、 ． 、定点医療機関の充足率は 平成１１年の感染症法の制定直後は７４ ７％であったが
会議等での継続的な依頼による理解の深まりなどにより、充足率は徐々に上昇し、ここ
数年は８０％前後で推移しており、感染症の流行の傾向を把握するという制度の目的を
果たしていると評価できるが、理想的な充足率である１００％に到達しない原因を分析
し、政策の見直しを検討する等により、感染症対策の一層の充実に役立ててまいりたい
と考えている。

感染症指定医療機関充足率については、その設置基準を二次医療圏ごととしているこ
ともあり、二次医療圏の見直しにより基準となる配置基準に基づいた数値が変動してい
るが、着実に充足率は上昇している。なお、引き続き会議等での継続的な依頼や設備補
助等増加させるための取組を行っているところである。

これらの対策から、重篤な症状を引き起こす感染症のまん延はほぼ発生することがな
く、概ね目的を達成できているものと評価できる。

（※太字部分は、重点評価該当部分）

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
結核対策特別促進事業（直接服薬確認療法等）事務事業名
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平成19年度 ３５０百万円（補助割合：[国１／２][都道府県等１／２]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要： 結核罹患率の減少を目的として、結核に係る定期健康診断、結核に係る予防接
種の着実な実施、直接服薬確認療法による発病予防の充実等を図り結核対策の推
進を図る。

感染症発生動向調査事業事務事業名
平成19年度 ８２７百万円（補助割合：[国１／２][都道府県等１／２]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要： 感染症に関する医師等からの情報を全国規模のコンピュータ・オンライン・シ
ステムにより迅速に収集、専門家による解析、国民・医療関係者等への還元を図
るとともに、必要に応じ感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにするため
の調査を行い、感染症発生動向調査体制の整備・確立を図り、もって国内の感染
症発生・拡大に備えた事前対応型行政を構築する。

感染症指定医療機関の施設整備費（保健衛生施設等施設整備費）事務事業名
， （ 、 、 、 ）平成19年度 １ ６２７百万円の内数 補助割合：[国1 2 3 4 10 10][県1 2 1 4]/ / / / /

予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（厚生労働大臣が指定した者）

概要： 都道府県等が設置する感染症指定医療機関の整備を図り、感染症発生時の医療
提供体制の確保を行う。

※補助割合：国1 2 通常/
国3 4 沖縄県振興特別措置法に基づく沖縄県に対する補助/
国10 10 国が指定する特定感染症指定医療機関に対する補助/

個別目標２
病原体等所持者からの許可及び届出に関する事務を適切に行うこと

個別目標に係る指標
アウトカム指標

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）
Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

100１ 病原体等取扱施設の検査結果の適 ― ― ― ―
【 】正割合（単位：％） 111.1%

（９０％以上／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は、結核感染症課調べによる。

※ 平成１９年６月１日施行のため、平成１８年度以前の数値は集計不可。

参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
― ― ― ― １１ 病原体等取扱施設の検査数

（調査名・資料出所、備考）
・ 参考指標は、結核感染症課調べによる。
個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）

本施策は、感染症法の改正が平成１９年６月１日から施行されたことに伴い、病原体
等を取り扱う施設についてその設備等の基準を定め、さらに当該施設に関する保管方法

、 。等の情報を国への報告や立入検査の実施により 国の管理下に置こうとするものである
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なお、平成１９年度においても、通報により立入検査を実施したところである。
今後、当該指標から得られる数値を以て評価とするが、この数値が高水準で維持され

ることは、施設が適正に管理されていることを担保するものであり、所持者に対する検
査結果の通知や情報提供により、各施設の管理状況を自ら確認してもらう等により、適
正管理を確保することができると考えられる。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
病原体等所持者等からの許可及び届出の受付に関する事務事務事業名

平成19年度 百万円（補助割合： ）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

事業としての予算はありません
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（政令市、特別区 ）

概要： 感染症法の規定に基づき、二種病原体等取扱施設は本省に許可申請を、三種病
原体等取扱施設については、厚生局に届出を行うこととなっていることから、そ
れらを受理し、内容等の確認を行う。

病原体等取扱施設における保管等の基準の確認検査等事務事業名
平成19年度 百万円（補助割合： ）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

事業としての予算はありません
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（政令市、特別区 ）

概要： 感染症法の規定に基づき、病原体等所持者等からの許可申請及び届出を受理し
た後に、その施設を必要に応じて立入検査することにより、施設が適正な状態に
あることを確認する。

個別目標３
法に基づく予防接種の実施を推進すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ ポリオの予防接種の接種率（単位 98.4 94.6 95.4 集計中 集計中

）（ ）：％ おおむね９５％／毎年度
102.4 93.7 97.8 集計中 集計中２ 麻しんの予防接種の接種率（単位

）（ ）：％ おおむね９５％／毎年度
100.3 98.1 143.6 集計中 集計中３ 風しんの予防接種の接種率（単位

）（ ）：％ おおむね９５％／毎年度
（調査名・資料出所、備考）

、 。 、・ 指標の数値は 健康局結核感染症課調べである 平成１８年度は平成２０年９月に
平成１９年度は平成２１年９月に公表予定である。

※ 予防接種の接種率が１００％を超えていることについては、接種年齢が複数年に渡
っている一方で、その分母については、未接種者等の対象者をその全学年で把握する
ことは困難であるため、対象となる年に実施する者が多いことから、対象年齢になる
年の対象者数を分母にして計算しているためである。

個別目標３に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
感染症については、発病を防ぐ予防策等の手段として予防接種が極めて重要である。

各自治体の予防接種従事者への適切な予防接種に関する情報提供及び各市町村や保健所
を通じての予防接種に関する冊子等の宣伝媒体を用いた一般市民への広報活動により、
予防接種に関する情報が浸透し、予防接種の接種率がおおむね９５％を超えており、高
い接種率が維持されていると評価できる。感染の更なる防止のため、より積極的に推進
し、感染者の発生を抑制していく必要がある。
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施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
普及啓発事業費（予防接種健康被害者保健福祉相談事業）事務事業名

平成19年度 １３百万円（補助割合：[国１０／１０]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要： 予防接種対象者とその保護者及び予防接種従事者に対して、予防接種に関する
適切な情報を提供する等、正しい知識の啓発普及を行い、より安全な予防接種の
実施の推進に資するものである。

個別目標４
肝炎対策を推進すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
17１ 肝疾患診療連携拠点病院の設置数 ― ― ― ―

【 】（単位：数） 【 ％】 【 ％】 【 ％】 【 ％】 36.2％
（47都道府県／平成19年度）

40２ 肝炎対策協議会の設置数（単位： ― ― ― ―
【 】数） 【 ％】 【 ％】 【 ％】 【 ％】 85.1％

（47都道府県／平成19年度）
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１及び２は、平成20年３月31日時点の健康局疾病対策課肝炎対策推進室調べに

よるもの。事業の開始が平成19年度からのため、Ｈ15～Ｈ18の欄は記載できない。

【参考】厚生労働省ホームページ
新しい肝炎総合対策の推進

http://www mhlw go jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou /index html. . . 09 .
都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン

http://www mhlw go jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou / html. . . 09 03.

アウトプット指標
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
4,940 11,773 7,041 36,480 集計中１ 保健所等における肝炎検査受診者

数（単位：受診者数）
117.0％ 238.3％ 59.8％ 518.1％ 【 ％】（前年度以上／毎年度） 【 】【 】【 】【 】

※施策目標に係る指標４と同じ
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は、健康局疾病対策課及び結核感染症課調べであり、Ｂ型肝炎ウイルスとＣ

型肝炎ウイルスの検査数を合計したのべ人数である。平成１９年度の数値は平成２０
年９月頃に公表予定である。

参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
40 38 41 59 115１ 保健所で無料検査を実施している

都道府県等の数（単位：数）
― ― ― ― 81２ 委託医療機関での無料検査を実施

している都道府県等の数（単位：
数）

（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１及び２は、平成20年３月12日時点の健康局疾病対策化肝炎対策推進室調べに

よるもの。都道府県等とは、保健所を設置する自治体（都道府県、政令市、中核市、
特別区を合わせた１３４自治体）を指す。

・ 指標２については、事業の開始が平成19年度からのため、Ｈ15～Ｈ18の欄は記載で
きない。
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【参考】厚生労働省ホームページ
肝炎対策に係る各自治体の取組状況について

http://www mhlw go jp/houdou/ / /h - html. . . 2008 03 0314 6.

個別目標４に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないことが多

いこと、また放置すると肝硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあること
等から、早期発見・早期治療が極めて重要である。

そのうち早期発見については、平成１９年度より保健所での肝炎ウイルス検査を委託
医療機関でも無料で実施できるよう拡大するなど、利便性に配慮した検査体制を整備す
ることで、保健所等における肝炎検査受診者数はほぼ毎年増加しており、取組が着実に
進展していると評価できる。

また、早期治療については、各都道府県において肝疾患対策の中核を担う肝疾患診療
連携拠点病院及び肝炎対策協議会の設置を進めるよう、会議等で継続的に協力依頼を行
った結果、各地域の実情や財政事情等がある中で平成１９年度３月時点で、肝疾患診療
連携拠点病院は１７県、肝炎対策協議会は４０都道府県で設置されており、肝疾患診療
の質が総じて向上したと評価できる。

なお、平成20年度においても、これらの取組が全都道府県において行われるよう、引
き続き個別の働きかけを行うこととしている。

（※太字部分は、重点評価該当部分）

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
肝炎対策事業事務事業名

平成19年度 ６３３百万円（補助割合：[国１／２][都道府県等１／２]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（政令市、特別区 ）

概要： 肝炎の医療提供体制の確保・充実や患者への情報提供を行い、地域における肝
炎診療の充実及び向上に資する。また、街頭キャンペーンやシンポジウムなどの
普及啓発を行うことにより、感染予防と早期発見・早期治療の推進を行う。

特定感染症検査等事業事務事業名
平成19年度 １，７７５百万円（補助割合：[国１／２][都道府県等１／２]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（政令市、特別区 ）

概要： 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第11
4号）に基づき、性感染症、後天性免疫不全症候群及び肝炎について、検査及び
相談事業などを推進することで、これら感染症の発生の予防・まん延防止及び治
療対策の推進を図ることを目的としている。

５．評価結果の分類
１ 施策目標に係る指標の目標達成率

指標１ 目標達成率 （集計中）％
指標２ 目標達成率 １００％
指標３ 目標達成率 （集計中）％
指標４ 目標達成率 （集計中）％

（目標達成率を算定できない場合、その理由）
現在集計中であり、集計後に公表予定である。

２ 評価結果の政策への反映の方向性
ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）
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（理由）
感染症対策の充実については、現在重篤な感染症の蔓延を防ぐためには、動向調査や

医療機関の充足は必要であり、個別目標に向け、現在の取組を引き続き、続けて行くこ
とが重要なため。また、予防接種率もおおむね、目標を達成しているが、感染の更なる
防止のため、より積極的に推進し、感染者の発生を抑制していく必要がある。肝炎対策
についても、肝炎検査受診者数はほぼ毎年増加しているところであり、肝炎対策のさら
なる推進に向けて、引き続き現在の取組を続けていく必要がある。

３ 施策目標等に係る指標の見直し（該当するものすべてに○）
（施策目標に係る指標）

ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（個別目標に係る指標）
ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（理由）
(指標４)引き続き、全都道府県における肝疾患診療連携拠点病院及び肝炎対策協議会の
設置を目指すため。

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

○第165回国会における感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等
の一部を改正する法律に関する附帯決議

○ウイルス性肝炎問題の全面解決に関する件（平成２０年１月８日衆議院厚生労働委
員会決議）

・ 約三百五十万人と推計されているウイルス性肝炎患者・感染者が最良の治療体「
制と安心して暮らせる環境を確保するため、医療費助成措置等の早期実現を図る
こと 」。

○肝炎対策における総合的施策の推進に関する決議（平成２０年１月１０日参議院厚
生労働委員会決議）

・ 三、肝炎ウイルス検査の質の向上と普及を促進するとともに、肝炎医療に係る「
専門知識・技能を有する医師等の育成及び専門的な肝炎医療を提供する医療機関
の整備・拡充を図ること 」。

○特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者
を救済するための給付金の支給に関する特別措置法附則第４条

・ 政府は、Ｃ型肝炎ウイルスの感染被害者が安心して暮らせるよう、肝炎医療の「
提供体制の整備、肝炎医療に係る研究の推進等必要な措置を講ずるよう努めるも
のとする 」。

○第169回国会における感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及
び検疫法の一部を改正する法律に関する附帯決議

②各種政府決定との関係及び遵守状況
○第１６９回国会における福田内閣総理大臣施政方針演説（平成２０年１月１８日）
・ 医療費助成や無料検診の拡大などの総合的な肝炎対策を実施してまいります 」「 。

○経済財政改革の基本方針２００８（平成２０年６月２７日閣議決定）
「・ 難病対策や）肝炎対策を一層推進する 」（ 。
「・ワクチン等の研究開発・備蓄、医療体制の整備など、新型インフルエンザ対策
の強化を行う 」。

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況
なし。

④会計検査院による指摘
なし。

⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
肝炎対策の有識者を構成員とする全国肝炎対策懇談会において、厚生労働省及び各都

道府県における総合的な肝炎対策について専門的な協議を行っている。

７．本評価書に関連する他の実績評価書
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Ⅰ－８－１ 希少疾病ワクチン・抗毒素の国家備蓄を行うとともに、各種ワクチンの需
要に応じた安定供給を図ること
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感染症指定医療機関について

（参考） 感染症指定医療機関と感染症類型の関係（１９．３現在、結核については１７．１０）

（概 要）

厚生労働大臣又は都道府県知事は、新感染症、一類感染症及び二類感染症の患者の医療を

担当する感染症指定医療機関（一定の基準に合致する感染症指定病床を有する医療機関）を指

定する。

新感染症

一類感染症

二類感染症

一類感染症

二類感染症 二類感染症

特 定 感 染 症

指定医療機関

第一種感染症

指定医療機関

第二種感染症

指定医療機関

特定感染症指定医療機関

・厚生労働大臣が指定
・全国に数箇所

・新感染症の患者の入院医療を担当できる基準に合致する病床を有する

・都道府県知事が指定
・原則として２次医療圏域毎に１箇所

・二類感染症の患者の入院医療を担当できる基準に合致する病床を有する

・都道府県知事が指定

・原則として都道府県域毎に１箇所

・一類感染症の患者の入院医療を担当できる基準に合致する病床を有する

第一種感染症指定医療機関

第二種感染症指定医療機関

・都道府県知事が指定
・結核の患者の通院医療を担当できる医療機関

結核指定医療機関

結核の通院患者

結 核

指定医療機関
医療機関数 ３

病床数 ８

医療機関数 ２６

病床数 ４９

医療機関数 ３１５

病床数 １，６３５

医療機関数 ３０７

病床数 １２，２７９
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事例２－４ 地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要援護者の福祉の向上
を図ること〔厚生労働省実績評価〕 
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３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ ホームレス自立支援センター退所 3,322 3,588 3,546 3,734 5,335

【－】 【－】 【－】 【－】 【－】者のうち、就労及び福祉等の措置
（ ）により退所した者の数 単位：人

（－）
－ －２ ふれあい・いきいきサロンの設置 26,729 － 39,496

136.0％ 【－】数（単位：か所） 【 】

（前年度以上／毎年度）
３ 苦情受付件数に占める解決件数の 94.9 95.7 95.0 96.7 93.0

【 】割合（単位：％） 97.9％【 ． 】【 】【 】【 】99 9％ 100.7％ 100.0％ 101.8％
（９５％以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、各自治体が調査した数値を社会・援護局地域福祉課で取りまとめたもので

ある。
・指標２は、社会福祉法人全国社会福祉協議会が実施した調査によるが、平成１６、１

８、１９年度は調査を実施していないため、数値を把握していない。
・指標３は、社会福祉法人全国社会福祉協議会調べによる。なお、運営適正化委員会に

おける苦情受付件数に占める解決件数の割合を記載している。
※「運営適正化委員会」については、個別目標３の主な事務事業欄を参照。

施策目標の評価
【有効性】

ホームレス総合相談推進事業等を通してホームレス自立支援センターに入所した者の
うち、平成１９年度中に退所した者の約７０％が、就労または福祉等の措置により自立
を果たしていることから、その事業に有効性があると認められる。

また、地域福祉計画の策定率は平成１５年度の１０．４％から平成１９年度の３８．
４％へ、日常生活自立支援事業の利用契約者数は平成１５年度の６，２５２人から平成
１８年度の７，６２６人へ増加しており、地域の要援護者に対する支援の推進に有効性
があると認められる。

【効率性】
ホームレス総合相談推進事業等によりホームレス個々の状況に応じて、効率的に自立

が図られている。
また、地域福祉推進の一環として、日常生活自立支援事業や地域福祉等推進特別支援

事業等をメニュー事業として実施しており、地域の実情に応じた事業の実施を図ってい
る。

【総合的な評価】
ホームレス自立支援センターを利用し、就労及び福祉の措置により退所した者の数が

増加しており、着実に事業が行われていると評価できる。
また 「ふれあい・いきいきサロン」の設置数についても、平成１８年度以降は調査、

を実施していないが、平成１５年度と比較すると増加傾向にある等、地域福祉の推進に
向けて着実に事業が展開されていると評価できる。

苦情受付件数に占める解決件数の割合についても、平成１６年度から平成１８年度ま
では９５％以上と目標を達成しており、福祉サービス利用者からの苦情解決に向けて適
切に努めていると評価できる。

４．個別目標に関する評価
個別目標１

ホームレスの自立を促進すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期）

（Ⅶ－２－１）
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※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）
Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９

１ ホームレス自立支援センター退所 3,322 3,588 3,546 3,734 5,335
【－】 【－】 【－】 【－】 【－】者のうち、就労及び福祉等の措置

（ ）により退所した者の数 単位：人
（－）
※施策目標に係る指標１と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、各自治体が調査した数値を社会・援護局地域福祉課で取りまとめたもので

ある。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ シェルター（緊急一時的な宿泊施 204,601 378,408 352,307 335,982 326,030

【－】 【－】 【－】 【－】 【－】設 に入所した者の数 単位：人） （ ）
（－）

２ 総合相談推進事業における相談活 3,834 6,108 4,556 5,041 8,451
【－】 【－】 【－】 【－】 【－】動により関係機関へ繋いだ件数

（単位：件）
（－）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２は、各自治体が調査した数値を社会・援護局地域福祉課で取りまとめた

ものである。

参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ ホームレスの数（単位：人） 25,296 － － － 18,564

２ ホームレス自立支援センターの退 5,059 5,575 5,781 6,307 7,966
所者数（単位：人）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、ホームレスの実態に関する全国調査により各自治体が調査した数値を社会

・援護局地域福祉課において取りまとめたものであり、平成１５年は１～２月、平成
１９年は１月の数値である。なお、平成１６年～１８年は調査を実施していない。
【参考】厚生労働省ホームページ

http://www mhlw go jp/bunya/seikatsuhogo/homeless html. . . .
・指標２は、各自治体が調査した数値を社会・援護局地域福祉課で取りまとめたもので

ある。

個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
ホームレス総合相談推進事業等を通してホームレス自立支援センターに入所した者の

うち、平成１９年度中に退所した者の約７０％が、就労または福祉等の措置により自立
を果たしていることから、その事業に有効性が認められる。

シェルター（緊急一時的な宿泊施設）についても、平成１９年度は、延べ３０万人以
上のホームレスに対して、雨風に晒されることのないよう宿泊する場を提供したことに
より、これらの者の健康状態の悪化の防止等に効果があったものと評価できる。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 ホームレス自立支援事業
平成19年度 セーフティネット支援対策等事業費補助金18,000百万円の内数
予 算 額 ・都道府県 指定都市・中核市 が実施する場合 補助割合：[国1／2][都（ ） （

道府県（指定都市・中核市）1／2]）
・市区町村 指定都市・中核市を除く が実施する場合 補助割合：[国（ 。） （

1／2][都道府県1／4][市区町村1／4]）
一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）
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、概要：ホームレスが地域社会の中で可能な限り自立した生活を営むことができるよう
、 、 、 、ホームレスに対し 宿所及び食事の提供 健康診断 生活相談・指導等を行い

就労意欲を助長するとともに、公共職業安定所との密接な連携の下で職業相談
等を行うことにより、就労による自立を支援する。

事務事業名 ホームレス緊急一時宿泊事業（シェルター事業）
平成19年度 セーフティネット支援対策等事業費補助金18,000百万円の内数
予 算 額 ・都道府県 指定都市・中核市 が実施する場合 補助割合：[国1／2][都（ ） （

道府県（指定都市・中核市）1／2]）
・市区町村 指定都市・中核市を除く が実施する場合 補助割合：[国（ 。） （

1／2][都道府県1／4][市区町村1／4]）
一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：ホームレスに対して、緊急一時的な宿泊場所を提供し、健康状態の悪化を防止
すること等により、その自立を支援する。

事務事業名 ホームレス総合相談推進事業
平成19年度 セーフティネット支援対策等事業費補助金18,000百万円の内数
予 算 額 ・都道府県 指定都市・中核市 が実施する場合 補助割合：[国1／2][都（ ） （

道府県（指定都市・中核市）1／2]）
・市区町村 指定都市・中核市を除く が実施する場合 補助割合：[国（ 。） （

1／2][都道府県1／4][市区町村1／4]）
一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：ホームレス又はホームレスとなるおそれのある者に対し、巡回相談等による相
談活動を行い、これらの者が抱える問題を把握し、必要な援助が受けられるよ
うにすることにより、その自立を支援する。

個別目標２
地域福祉を推進することにより、地域の要援護者に対する支援を促進すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ ふれあい・いきいきサロンの設置 26,729 － 39,496 －－

136.0％ 【－】数（単位：か所） 【 】

（前年度以上／毎年度）
※施策目標に係る指標２と同じ。

２ 地域福祉計画の策定率 単位：％ 10.4 － 24.0 33.8 38.4（ ）
】（前年度以上／毎年度） 【 】 【 】【231.1％ 【－】 140.8％ 113.6％

３ 日常生活自立支援事業の利用契約 6,252 6,488 7,247 7,626 8,580
【 】【 】【 】【 】【 】者数（単位：人） 135.0％ 103.8％ 111.7％ 105.2％ 112.5%

（前年度以上／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、社会福祉法人全国社会福祉協議会が実施した調査によるが、平成１６、１

８、１９年度は調査を実施していないため、数値を把握していない。
・指標２は、社会・援護局地域福祉課が実施した調査によるが、平成１６年度は調査を

実施していないため、数値を把握していない。
【参考】厚生労働省ホームページ

http://www mhlw go jp/topics/bukyoku/syakai/c-fukushi/kekka html. . . 0504.

・指標３は、社会福祉法人全国社会福祉協議会が実施した調査による。
【参考】厚生労働省ホームページ

http://www mhlw go jp/shingi/ / /dl/s - e pdf. . . 2007 11 1119 7 .
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個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
地域福祉計画に関しては、平成１９年に、災害時等にも対応する要援護者支援方策と

して、日頃から要援護者情報を適切に把握し、関係機関間で共有することが必要である
ことから、地域における要援護者に係る情報の把握・共有及び安否確認方法等を市町村
地域福祉計画に盛り込むことを助言したこと等により、策定率は３８．４％へと増加し
ており、行政と住民の協働による総合的かつ計画的な地域福祉推進が図られていると評
価できる。

日常生活自立支援事業に関しては、事業利用契約者数は平成１５年度の６，２５２人
から平成１９年度の８，５８０人へと増加傾向にあり、要援護者が地域において自立し
た生活を送るための支援が進展していると評価できる。

また、地域住民の集いの場となる「ふれあい・いきいきサロン」については、平成１
、 ， 、８年度以降は調査を実施していないが 平成１７年度において３９ ４９６か所となり

平成１５年度に比べて１０，０００か所以上増加していることから、地域における住民
主体の福祉活動が進展していると評価できる。

以上のとおり、地域の要援護者に対する支援の促進が着実に行われていると評価でき
る。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 日常生活自立支援事業
平成19年度 セーフティネット支援対策等事業費補助金18,000百万円の内数
予 算 額 （補助割合：[国1／2][都道府県（指定都市）1／2]）

一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の判断能力が不十分な者が地域にお
いて自立した生活が送れるよう、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利
用援助等を行う。

事務事業名 地域福祉等推進特別支援事業
平成19年度 セーフティネット支援対策等事業費補助金18,000百万円の内数
予 算 額 ・都道府県・指定都市等が実施する場合（補助割合：[国1／2][都道府県

（指定都市）1／2]）
・市町村等が実施する場合（補助割合：[国1／2][市町村1／2]）
一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（特定非営利活動法人）

概要：災害時要援護者支援に向けた取組み等の地域社会における今日的課題の解決を
目指す先駆的・試行的取組みに対する支援を通じて、地域福祉の一層の推進を
図る。

個別目標３
福祉サービスに関する苦情解決により、福祉サービスの利用者の保護を図ること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 苦情受付件数に占める解決件数の 94.9 95.7 95.0 96.7 93.0

【 】割合（単位：％） 97.9％【 ． 】【 】【 】【 】99 9％ 100.7％ 100.0％ 101.8％

（９５％以上／毎年度）
※施策目標に係る指標３と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、社会福祉法人全国社会福祉協議会調べによる。なお、運営適正化委員会に

おける苦情受付件数に占める解決件数の割合を記載している。
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参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 苦情受付件数（単位：件） 2,322 2,364 2,571 2,515 2,518
（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、社会福祉法人全国社会福祉協議会調べによる。

個別目標３に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
福祉サービスの利用者からの苦情については、事業者が、社会福祉士、民生委員・児

童委員、弁護士等を第三者委員として設置するなどして、苦情解決に努めることとされ
ており、都道府県社会福祉協議会に置く運営適正化委員会は、補完的な役割を担うこと
により、効率的な実施が図られている。

また、運営適正化委員会における苦情受付件数に占める解決件数の割合は、平成１６
、 。年から平成１８年度までは９５％以上と目標を達成しており その有効性が認められる

なお、運営適正化委員会における苦情受付件数は平成１８年度は横ばいであるものの、
苦情解決事業が実施された平成１２年度以降、増加傾向を示していることから、運営適
正化委員会の認知度が高まっていると評価できる。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
運営適正化委員会の設置、運営事務事業名

平成19年度 セーフティーネット支援対策等事業費補助金18,000百万円の内数
予 算 額 （補助割合：[国1／2][都道府県1／2]）

一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（都道府県社会福祉協議会に設置される運営適正化委員会）

概要：社会福祉法第８３条の規定により、福祉サービス利用援助事業の適正な運営を
確保するとともに、福祉サービスに関する利用者からの苦情を適切に解決する
ため、都道府県社会福祉協議会に公正・中立な第三者機関として運営適正化委
員会を設置しており、その運営に要する経費を都道府県に補助する。

５．評価結果の分類
１ 施策目標に係る指標の目標達成率

指標１ 目標達成率 －％
指標２ 目標達成率 －％
指標３ 目標達成率 －％

（目標達成率を算定できない場合、その理由）
・指標１は、景気等の経済状況を始め、ホームレスの全体数、センターへの入所者数、

個々のホームレスの状況等多くの要因が影響し、一定の数値目標を立てることが困難
であるため。

・指標２は、平成１９年度は調査を実施しておらず、数値を把握できないため。
・指標３は、平成１９年度の数値は現在集計中であるため。

２ 評価結果の政策への反映の方向性
ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）
個別目標１については、ホームレス数が減少していることから、現行のホームレス事

業が有効に機能していることが評価できるため、引き続き施策目標として継続、実施す
る。

個別目標２については、地域の要援護者に対する支援の促進が着実に行われていると
評価できるため、引き続き施策目標として継続、実施する。

個別目標３については、運営適正化委員会における苦情受付件数に占める解決件数の
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（Ⅶ－２－１）

割合が平成１６年度以降９５％以上を示し施策目標を達成しており、現行の苦情解決事
業が有効に機能していると評価できるため、引き続き施策目標として継続、実施する。

なお、セーフティネット支援対策等事業費補助金において、日常生活自立支援事業、
地域福祉等推進特別支援事業等の事業を実施し、地域福祉の推進を支援してきたところ
であるが、平成２０年度においては、地域福祉活性化事業等の新規事業を実施するとと
もに、既存の事業についても見直し、充実等を行っているところである。また、平成２
０年３月に「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」の報告書が取りまとめられ
たところであり、本報告書を踏まえ、今後、よりいっそうの地域福祉の推進を図ること
としている。
３ 施策目標等に係る指標の見直し（該当するものすべてに○）
（施策目標に係る指標）

ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（個別目標に係る指標）
ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（理由）
指標２「ふれあい・いきいきサロンの設置数」については、毎年継続して数値を把握

していないため、指標として見直しを検討する。

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

なし。

②各種政府決定との関係及び遵守状況
なし。

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況
なし。

④会計検査院による指摘
なし。

⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
個別目標２に関しては、平成１９年１０月から平成２０年３月に開催された「これか

らの地域福祉のあり方に関する研究会」の報告書に沿って、今後、地域福祉に係る既存
の施策について見直しを行う予定である （別添参照）。
【参考】厚生労働省ホームページ

「これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告書」
http://www mhlw go jp/shingi/ / /s - html. . . 2008 03 0331 7.

７．本評価書に関連する他の実績評価書
なし。
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事例２－５ 女性のがん緊急対策：女性のがん検診及び骨粗鬆症啓発普及等事業費（女

性のがん検診に関する普及啓発推進事業費、骨粗鬆症啓発普及等事業費〔厚

生労働省事業評価（事後）〕 
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事例２－６ 地域経済の活性化の推進（地域新規産業創造技術開発費補助事業（補助）、

新規産業創造技術開発費補助事業（補助））〔経済産業省実績評価〕 
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事例２－７ エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用（石油ガスコジェネ導入促

進事業費補助金（旧石油ガス利用設備導入促進対策費補助金））〔経済産業省

実績評価〕 
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事例２－８  生物多様性の保全と自然との共生の推進（自然環境の保全・再生）〔環境

省実績評価〕 
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事例２－９ 生物多様性の保全と自然との共生の推進（野生生物の保護管理）〔環境省

実績評価〕 
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事例２－10、２－25  環境・経済・社会の統合的向上（環境教育・環境学習による環境

保全意識の醸成）〔環境省実績評価〕 
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事例２－11  金融実態に即した利用者保護ルール等の整備・徹底〔金融庁実績評価〕 

 

 

- 139 -



 

 
 

- 140 -



 

 
 

 

- 141 -



 

 

- 142 -



 

- 143 -



 

- 144 -



 

- 145 -



 

 
 

- 146 -



事例２－12 化学物質の適正な評価・管理を推進し、安全性を確保すること〔厚生労働
省実績評価〕 

 

- 147 -

008504
長方形



- 2 -

２．現状分析
化学物質は、幅広い産業において基幹的基礎素材として使用され、国民生活において

も不可欠であるが、適正な取扱いを行わなければ、人への健康被害や環境への悪影響が
発生する恐れがある。

化学物質の安全性に関する情報は、当該化学物質やそれを含有する製品を適切に使用
・管理するために必要となる基本的情報であり、化学物質を取り扱う事業者のみならず、
最終使用者である一般消費者にとっても必要不可欠な公共的要素の強い情報である。

そのため、製造、輸入、販売等に関し必要な規制を行うとともに、国民や事業者が情
報を共有できるデータベースを整備することにより情報を公開し、また、化学物質など
の調査、安全性点検及びマニュアルの作成等の各種施策を実施することで、化学物質の
安全性を確保することが必要である。

３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 毒物及び劇物取締法に基づく毒物 3 3 2 3 2

劇物の指定のための調査件数（単 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】
位：件）
（－）

２ 高生産既存化学物質国際安全性点 16 20 17 23 集計中
検件数（単位：件） 【－】 【－】 【－】 【－】

（化学物質（９６物質）の安全性
点検の実施／２０１０年）

３ 家庭用品の安全確保マニュアルの 0 0 1 0 0
策定件数（単位：件） 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】

（概ね２年に一つの割合）
（調査名・資料出所、備考）
・指標１、２及び３は、医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室調べによるが、指標

２の平成１９年度の数値は現在集計中であり、平成２０年９月に取りまとめ予定であ
る。
【参考】化学物質安全対策室のホームページ

・家庭用品の安全確保マニュアル
http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/katei/manual.html

※「高生産既存化学物質国際安全性点検」については、個別目標２の主な事務事業欄
参照。

施策目標の評価
【有効性の観点】

毒物及び劇物の指定のための調査については、平成１９年度において２件行っている。
また、平成１８年度において実施した当該調査の結果を用いて新たに劇物を指定したこ
とから、施策の有効性が認められる。

化学物質やそれを含有する製品を取り扱う事業者における適正使用・管理のため、化
審法制定時に製造・輸入していた既存化学物質の安全性点検を行っており、また、世界
的に高生産の化学物質については、日本において平成１７年から平成２２年の間に９６
物質を点検するという目標に向け、平成１９年度の数値は現在集計中であるが、平成１
７年度及び平成１８年度で４０物質の安全性点検を行ったところであり、着実に進展し
ている。

家庭用品等身の回りの化学物質については、有害物質が原因であると考えられる健康
被害に係る情報の収集を継続して行うとともに、家庭用品に含有される化学物質の理化
学試験、毒性試験等、毎年度必要と考えられる安全性等評価を実施している。これらの
結果を踏まえ、随時、基準を策定すべきものの有無を検討し、必要と認められる基準を
策定することとしている。

既に策定した防水スプレー安全確保マニュアル作成の手引きについては、改訂の必要
性について現在検討しており、今年度を目途とした作成を目指して、本年３月から業界
団体等と検討を進めている。

【効率性の観点】

（Ⅱ－４－１）
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（Ⅱ－４－１）

毒物及び劇物の指定のための調査については、危険物の安全輸送を確保するために国
際統一要件として国連が定めている国連危険物輸送勧告において毒物類若しくは腐食性
物質に指定された特に毒性を有する可能性が高いと見込まれる化学物質、又はその毒性
が社会的に問題視された化学物質の中から優先的に調査を行うことで調査の効率化を図
っている。

既存化学物質の安全性点検については、生産量や用途、化学構造と毒性の関係等を考
慮の上、優先順位をつけて実施してきている。世界的に高生産量の化学物質の安全性点
検については、各国で協力して重複を排除しながら行っており、効率化を図っている。

また、全国の自治体で連携することにより、家庭用品規制法において規定される有害
物質を基準以上に含有する製品の流通を効率的に防止し、家庭用品に含有される化学物
質による健康被害の拡大に迅速に対応できるよう努めている。

【総合的な評価】
化学物質の毒性に基づく毒物及び劇物の指定、高生産既存化学物質国際安全性点検、

家庭用品に含有される化学物質による健康被害の拡大を未然に防止するための多面的な
取組を、それぞれ着実に、かつ効率化を図りながら行っており、化学物質の適正な評価
・管理を総合的に推進し、化学物質の安全対策推進に大きく貢献していると評価できる。
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４．個別目標に関する評価
個別目標１

毒物・劇物の適正な管理を推進すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 毒物及び劇物取締法に基づく毒物 3 3 2 3 2

劇物の指定のための調査件数（単 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】

位：件）
（－）
※施策目標に係る指標１と同じ

２ 毒物・劇物営業者等に対する立入 43,941 42,527 39,613 36,453 集計中
検査件数（単位：件） 【－】 【－】 【－】 【－】

（－）
（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室調べによる。
・指標２は、「衛生行政報告例」（大臣官房統計情報部調べ）によるが、平成１９年度

の数値は現在集計中であり、平成２０年１０月に確定値等を公表予定である。
【参考】化学物質安全対策室のホームページ

http:www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/dokuindex.html

個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
毒物・劇物の適正な管理については、本来登録業者が自己責任で自主的に点検し、改

善すべきものであるが、行政側としては限られた人員の中で、事故の発生状況、過去の
立入頻度又は違反状況等を考慮し、効率的かつ効果的な立入検査を行っている。

上記の事情を考慮した上で、平成１９年度においては立入検査数は現在集計中である
が、法において定められた基準を満たしていない等保健衛生上の危害が生ずるおそれが
あるときは、必要な指導等を行った。

また、個々の化学物質の毒性を考慮し、毒物及び劇物取締法に基づく毒物及び劇物の
指定の追加又は除外の判断を適切に実施するため、危険物の安全輸送を確保するために
国際統一要件として国連が定めている国連危険物輸送勧告において毒物類若しくは腐食
性物質に指定された特に毒性を有する可能性が高いと見込まれる化学物質、又はその毒
性が社会的に問題視された化学物質の中から優先的に毒性試験による調査を行ってい
る。

毒性試験による調査については、経口毒性試験、吸入毒性試験等の複数の試験を行う
必要があるため、１物質あたりに要する調査期間が数ヶ月から１年程度であり、また、
調査の対象となる化学物質によって調査期間も異なるが、上記の基準により、優先的に
調査する必要がある物質を選定した上で効率的に調査を行っている。なお、平成１９年
度においては、平成１８年度に文献による毒性調査を行った化学物質のうち、毒性試験
を行う必要があると判断されたものの中から、調査に要する期間を勘案した上で２件の
調査を実施した。

同調査の結果は毎年行っている毒物及び劇物の追加又は除外の検討において活用され
ており、毒物又は劇物に指定されるべき物質の特定及び適正な管理を効果的に推進して
いると評価できる。

以上の状況を踏まえ、効率的かつ効果的に毒物及び劇物の適正な管理の推進に向けた
取組がなされていると評価できる。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 毒物劇物指定調査
平成19年度 8百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：毒物劇物に未指定の物質について、各物質の毒性にかかるデータの文献調査や
毒性試験を実施する。
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事務事業名 毒物劇物流通・保管・管理対策推進事業
平成19年度 2百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：毒物劇物の取扱施設（所）における設備や管理状況等を把握するためにアンケ
ート調査を実施し、適切な管理を図るための施策を講じるに当たっての基礎資
料とする。
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個別目標２
化学物質の毒性について評価し、適正な管理を推進すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 高生産既存化学物質国際安全性点 16 20 17 23 集計中

検件数（単位：件） 【－】 【－】 【－】 【－】

（化学物質（９６物質）の安全性
点検の実施／２０１０年）
※施策目標に係る指標２と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室の調べによるが、平成１９年度

の数値は現在集計中であり、平成２０年９月に取りまとめ予定である。

個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
化審法制定時に製造・輸入していた既存化学物質の安全性点検については、生産量や

用途、化学構造と毒性との関係等を考慮の上、優先順位をつけて実施している。また、
世界的に高生産量の化学物質については、各国で協力して重複を排除しながらデータを
収集しており、日本において平成１７年から平成２２年の間に９６物質を点検するとい
う目標に向け、平成１９年度の数値は現在集計中であるが、平成１７年度及び１８年度
で４０物質の安全性点検を実施したところであり、着実に進展していると評価できる。

また、収集した化学物質の毒性情報を効果的に利用するため、化学物質情報基盤シス
テムを構築して関係省庁間での情報共有及び国民や事業者への情報公開を行うととも
に、その管理体制の維持・充実を図っているところであり、化学物質の適正な管理を効
果的に推進していると評価できる。

以上の状況を踏まえると、効果的かつ効率的に化学物質の評価及び管理が推進されて
いると評価できる。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 難分解・高蓄積物質に関するスクリーニング毒性等の調査
平成19年度 76百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：第一種及び第二種監視化学物質の指定等に必要な毒性調査を実施する。
※第一種監視化学物質とは、難分解性及び高蓄積性の性状を有する既存化学物

質で、人又は高次捕食動物への長期毒性を有するかどうかが不明な化学物質
である。

※既存化学物質とは、昭和４８年に化審法が公布された際に、現に業として製
造又は輸入されていた化学物質である。

※第二種監視化学物質とは、高蓄積性ではないが、難分解性で、人への長期毒
性の疑いを有する化学物質である。

事務事業名 高生産既存化学物質国際安全性点検等の実施事業
平成19年度 302百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：ＯＥＣＤにおいては１か国での生産量が年間１，０００トン以上の化学物質に
ついて、それらの有害性の初期評価を行うために必要と考えられるデータを加
盟国で分担して収集、評価する取組を行っており、２０１０年までに１，００
０物質のデータを収集するという目標を立てている。そのうち日本の担当分は
９６物質であり、これらについて安全性点検（毒性試験）を実施する。
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事務事業名 化学物質情報基盤システムの管理
平成19年度 61百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：厚生労働省、経済産業省及び環境省の間で構築した、既存化学物質等に関する
毒性等の情報を共有するシステムの運用・管理を実施する。

個別目標３
家庭用品等身の回りの化学物質の安全性を確保すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 家庭用品の安全確保マニュアルの 0 0 1 0 0

策定件数（単位：件） 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】

（概ね２年に１つの割合）
※施策目標に係る指標３と同じ。

２ 買上げ試験件数（単位：件） 14,209 12,864 13,091 12,540 12,574
（－） 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２は、医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室調べによる。

【参考】化学物質安全対策室のホームページ
・家庭用品の安全確保マニュアル

http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/katei/manual.html
・自治体による買上げ試験検査

http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/katei/jichitai.html

個別目標３に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
国民の健康被害の未然防止の観点から、都道府県等において年間１万件を超える数の

買上げ試験検査を継続的に実施しており、既に市場に出回っている家庭用品で、家庭用
品規制法により定める基準に違反したものを発見した際には、回収命令等必要な措置を
講じて、有害物質を含有する家庭用品が国民の手に渡り、人に健康被害が生じることを
防止している。

また、家庭用品等に起因する健康被害の拡大を未然に防止する観点から、経済産業省
が所管する消費生活用製品安全法に基づき通知された重大製品事故情報の公表を行うほ
か、家庭用品等による健康被害病院モニター報告制度により、モニターに協力頂いてい
る病院及び（財）日本中毒情報センターから収集された情報を公表するなど、情報提供
を幅広く行っている。

さらに、家庭用品規制法の運用状況及び事故報告などの現状を踏まえ、同法の基準等
の改正及び家庭用品の安全確保マニュアルの策定を適宜行うこととしている。

家庭用品の安全確保マニュアルの策定については、概ね２年に１回との目標を目安と
して設定しているが、近年は、安全性の確保のためにマニュアルを策定すべき家庭用品
は見つかっていないため、平成１８年度以降策定していない。なお、既に策定した防水
スプレー安全確保マニュアル作成の手引きについては、改訂の必要性について現在検討
しており、今年度を目途とした作成を目指して、本年３月から業界団体等と検討を進め
ている。

このように、未然に健康被害の拡大を防止する取組を進めており、効率的に身の回り
の化学物質の安全性を確保していると評価できる。

以上の状況を踏まえ、家庭用品等身の回りの化学物質の安全対策の推進に係る施策に
ついては、有効かつ効率的に実施していると評価できる。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 家庭用品規制基準の設定
平成19年度 49百万円
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予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：家庭用品に使用されている有害物質の含有量等に関する規制基準の設定に必要
な試験検査を行う。

事務事業名 家庭用品情報収集調査
平成19年度 4百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：家庭用品等による健康被害情報をモニター病院から収集するとともに、評価検
討を行い家庭用品安全対策行政の推進を図る。

事務事業名 家庭用品健康損害防止対策事業
平成19年度 4百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：家庭用品による健康被害の未然防止対策として、事業者自らによる安全確保レ
ベルのより一層の向上を支援するため、家庭用品の商品群ごとに健康被害の発
生状況、その原因究明への取組などを網羅した「安全確保マニュアル作成の手
引き」を策定する。
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５．評価結果の分類
１ 施策目標に係る指標の目標達成率

指標１ 目標達成率 －％
指標２ 目標達成率 －％
指標３ 目標達成率 －％

（目標達成率を算定できない場合、その理由）
・指標１は、国内に流通する化学物質は、既存のものだけでも約２万種類あり、かつ、

新規に届出のある化学物質も含めるとその数は年々増加している（※化学物質の審査
及び製造等の規制に関する法律に基づく新規化学物質の届出件数は平成１９年度にお
いては約６００件である）。さらに、個々の化学物質の毒性は、化学式若しくは構造
式又は融点・沸点その他の物理的性状等から、一律に予測することは困難である。こ
のような理由から、毒物及び劇物取締法に基づく毒物及び劇物指定のための調査につ
いては、危険物の安全輸送を確保するために国際統一要件として国連が定めている国
連危険物輸送勧告において毒物類若しくは腐食性物質に指定されており、特に毒性を
有する可能性が高いと見込まれる化学物質、又はその毒性が社会的に問題視された化
学物質の中から優先的に実施する必要があり、物質によって調査に要する時間も異な
ることから、あらかじめその調査件数について達成水準を設定することは困難である
ため。

・指標２は、目標の達成水準を平成２２年度としているため。
・指標３は、家庭用品の安全確保マニュアル作成の手引きの作成は、一般消費者に広く

使用されている家庭用品のうち、過去に発生した事故を踏まえ、安全性の確保が必要
と考えられるようなものについて適宜行っているものであり、概ね２年に１回という
目安を設定しているに過ぎず、明確な達成水準を設定することは困難であるため。

２ 評価結果の政策への反映の方向性
ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）
化学物質等の適正な評価・管理を推進するとともに、広く国民や事業者に情報提供を

行うなど、引き続き安全性を確保するため。

３ 施策目標等に係る指標の見直し（該当するものすべてに○）
（施策目標に係る指標）

ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（個別目標に係る指標）
ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（理由）

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する法律案に対する附
帯決議（平成１５年４月１７日、第１５６回国会参議院経済産業委員会）
・「既存化学物質の安全性点検については、国際的な役割分担による有害性評価を

促進するとともに、官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ること。」
・「化学物質に関する情報を積極的に公開し、化学物質に関する情報を市民や関係

者が広く共有できる体系的なデータベースを整備するとともに、リスクコミュニ
ケーションの推進を図ること。」

○化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の一部を改正する法律案に対する附
帯決議（平成１５年５月２１日、第１５６回国会衆議院経済産業委員会）
・「政府部内の連携及び制度間の連携により、より効果的かつ効率的な化学物質対
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策の実施に努めること。また、国際的な化学物質対策の強化に積極的に貢献する
こと」

②各種政府決定との関係及び遵守状況
なし。

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況
○農薬の使用、管理等に関する行政評価・監視結果に基づく通知（平成１５年２月）

・「毒劇物取締法所管部局は、立入検査の実効性を確保するため、改善報告の徴収
等を確実に行うこと。」

これについては、平成１５年２月２８日付け医薬化発第0228004号「毒物劇物の適
正な保管管理等について」等で措置済みであり、改善報告の徴収等を確実に行うよう
都道府県等に指導するとともに、違反の改善状況について、毎年集計を行っている。

○化学物質の排出の把握及び管理に関する行政評価・監視結果に基づく勧告（平成１
７年５月）
・「未届出事業者については、未届出事業者については、都道府県等に対し、前年

度の届出状況並びにダイオキシン類特措法等他法令に基づく届出台帳及び都道府
県の商工労働関係部局が発行する地域の企業要覧等を活用することなどにより、
その把握に努め、これらの事業者に届出を励行させるよう、必要な助言を行うこ
と。」

・「事業者団体未加入者を含む届出対象事業者に対する排出量等届出制度の周知啓
発については、これまでの取組状況や未届出等の理由を踏まえ、届出が着実かつ
正確に行われるよう、効果的に実施すること。」

厚生労働省としては適切な措置を既に講じたところである。また、平成１９年８月
の改善措置状況についての照会に対する回答を提出したところである。

④会計検査院による指摘
なし。

⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
なし。

７．本評価書に関連する他の実績評価書
なし。
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事例２－13 技術研究開発を推進する〔国土交通省実績評価〕 
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事例２－14 国際協力、連携等を推進する〔国土交通省実績評価〕 
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事例２－15 取引の公正の確保等に向けた市場関係者の取組の強化〔金融庁実績評価〕 
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事例２－16 我が国金融・資本市場の国際化への対応〔金融庁実績評価〕 

 

 
 

- 170 -



 

 
 

- 171 -



 

 

- 172 -



 

- 173 -



 

 
 

 

- 174 -



 

 
 

- 175 -



 

 
 

- 176 -



 

 
 

- 177 -



 

 

- 178 -



 

- 179 -



事例２－17 防災に関する普及・啓発〔内閣府実績評価〕 
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事例２－18 検察権行使を支える事務の適正な運営〔法務省実績評価〕 
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事例２－20 経済協力（TICAD プロセスを通じた対アフリカ支援）〔外務省総合評価〕 
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事例２－21 国際社会で主体的に行動することができる能力の基礎を育成するために

国際理解教育を推進する体制を整備するとともに、「英語が使える日本人」

の育成のための行動計画に基づき、「英語が使える日本人」を育成する体制

を確立する〔文部科学省実績評価〕 
 
 
 
 
 
 
 
１．評価の判断基準 

 
 

判断基準 

体制の確立度合いを示す指標の伸び 

Ｓ＝すべての指標が、計画策定当初より 10 ポイント以上向上している 
Ａ＝指標の８割以上が、計画策定当初より向上している 
Ｂ＝半分以上の指標が、計画策定当初よりが向上している 
Ｃ＝計画策定当初よりポイントが向上している指標が半分以下 

 
２．平成 19 年度の状況 
 平成１９年度は、スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクールを８１校指定、英語指導

法開発事業を６件採択、小学校英語活動地域サポート事業を３地域指定する等を行った。 
 平成１４年度に当該達成目標を設定した以後、スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスク

ールを延べ１６９校指定し、平成１７年度以降英語指導法開発事業を延べ１５件、小学校英語活動地

域サポート事業を３５地域を指定したこと等により、「英語が使える日本人」を育成する体制の確立

を推進してきた。 
英語教育改善実施状況調査等によれば、小学校における外国語活動の実施状況及び中学校、高等学

校における外国語指導助手（ALT）の活用状況等は、「英語が使える日本人」の育成のための行動計

画が開始された平成 15 年度以降、おおむね順調に伸びており、学校教育において、児童・生徒が英

語を学習するにあたっての体制が整備されてきている。 
 

（指標・参考指標） 
  15 16 17 18 19 

① 
小学６年における英語活動実施状況(%) 88.3 92.1 93.6 95.8 97.1 

・伸び（ポイント） 0 3.8 5.3 7.5 8.8 

② 
中学３年の授業における ALT の参加率(%) 20.2 17.8 23.3 25.5 26.3 

・伸び（ポイント） 0 -2.4 3.1 5.3 6.1 

③ 

高校３年の授業における ALT の参加率(%) 
ⅰ）国際コース 

 
21.6 

 
23.7 

 
23.4 

 
24.4 

 
25.1 

・伸び（ポイント） 0 2.1 1.8 2.8 3.5 

ⅱ）その他の学科 7.0 9.1 10.4 10.1 10.6 

・伸び（ポイント） 0 2.1 3.4 3.1 3.6 

④ 英語教員の英語力（中学校教員：英検準 1 級程度の英
語力を持つ教員の割合）    24.8 26.6 

・伸び（ポイント）    0 1.8 

⑤ 英語教員の英語力（高等学校教員：英検準 1 級程度の
英語力を持つ教員の割合）    48.4 50.6 

・伸び（ポイント）    0 2.2 
 
⑥ 

生徒の英語力（中学生：英検 3 級程度の英語力を持つ
生徒の割合）    33.7 32.4 

・伸び（ポイント） 0 -1.3 
 
⑦ 

生徒の英語力（高校生：英検準 2 級～2 級程度）    27.8 30.3 

・伸び（ポイント） 0 2.5 

達成目標２－１－２ 
  国際社会で主体的に行動することができる能力の基礎を育成するために国際理解教育を推進
する体制を整備するとともに、「英語が使える日本人」の育成のための行動計画に基づき、「英
語が使える日本人」を育成する体制を確立する。 

                       （基準年度：１４年度・達成年度：１９年度）
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（指標に用いたデータ・資料等） 

・小学校英語活動実施状況調査 
・英語教育改善実施状況調査（中学校、高等学校） 

（注）指標④～⑦については、H15～17 年度は調査を実施していない。 
 
  （指標の設定根拠） 
     「英語が使える日本人」の育成のための行動計画の中に記載されている指標のうち、学校

教育において児童・生徒が英語を学習するための体制の整備に関するものを指標とした。ま

た、体制を整備した結果を図る指標として、生徒の学力の向上を取り上げた。 
 
３．評価結果 

Ａ 
 

  （判断理由） 
   ①～⑦のうち６つの指標について、計画策定当初より指標が向上していた。判断基準において、

指標の８割以上が計画策定当初より向上している場合Ａとしているので、評価結果はＡとした。 
 
４．今後の課題及び政策への反映方針 

平成 15 年度からの５ヵ年計画として策定された「英語が使える日本人」育成のための行動計

画については、平成 19 年度が最終年度であった。計画期間中、上記各指標はおおむね向上して

おり、「英語が使える日本人」を育成する体制の整備にとって一定の成果があったと言える。今

後は、向上が見られなかった点も含め、英語教育の更なる推進に向けた施策を検討していく。 
 

５．主な政策手段 
政策手段の名称 

[19 年度予算額（百万円）] 
概 要 19 年度の実績 21 年度の予算要求

への考え方 

「英語が使える日本人」の育

成のための行動計画の着実

な推進（474 百万円） 

「英語が使える日本人」

の育成のための行動計画

を推進。 

・スーパー・イングリッシュ・ランゲ

ージ・ハイスクールを 81 校指定した。 
継続(継続校のみ) 

・地域における英語教育の中核的な役 
割を果たす人材の育成を図ることを目

的に、６件を採択のうえ英語指導法開

発事業を実施した 

終了 

・現行の小学校英語活動における指導 
方法や教材作成等の課題に対する充 
実・改善をサポートするための事業 
を、１か年または２か年の指定をして 
行った。平成 17 年度に 30 地域を、18 
年度には 17 年度からの継続 25 地域を 
含む 30 地域を、19 年度には 18 年度 
からの継続３地域を指定した。 

終了 
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事例２－22 奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進〔文部科学省実績

評価〕 
 

 
 

 
高等教育局学生支援課（下間 康行） 

 
初等中等教育局児童生徒課（磯谷 桂介） 

 
 
 

判断基準 

奨学金の貸与を受けることにより修学可能となった学生の割合 

Ｓ＝95％以上 
Ａ＝80％以上～95％未満 
Ｂ＝65％以上～80％未満 
Ｃ＝65％未満 

 

 
奨学金事業について、対前年度比5.2万人の貸与人員の増員を行った結果、施策目標５－１

の下の達成目標については、５－１－１「日本学生支援機構による奨学金事業を充実させ、意

欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、修学機会の確保

を図る。」という観点から想定どおりに達成できている。 
なお、高等学校等奨学金事業は、平成17年度入学者から順次都道府県へ移管されており、都

道府県が実施する高等学校等奨学金事業の財源として、高等学校等奨学金事業交付金を交付し

ている。 
 
達成目標を達成することで、意欲ある学生への支援体制の整備という点で学ぶ意欲と能力の

ある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べる環境の整備に資したと考える。 
 

 
Ａ 

 

 
近年では、貸与基準を満たす希望者については年度内にほぼ全員を採用しており、今後とも

貸与基準を満たす希望者が奨学金を受けることができるよう、学生のニーズ等を踏まえ引き続

き充実に努めていく必要がある。 
 

 
   次年度の評価においては、教育研究の特性に配慮しつつアウトカム指標の設定について検討す

べき。 
   学生への貸与による成果（学生の満足度等）を測る指標の設定について検討すべき。  

●政策評価担当部局の所見 

●20年度以降の政策への反映方針 

●評価結果 

●平成19年度の状況 

●評価の判断基準 

●関係課（課長名） 

●主管課（課長名） 

政策目標５ 奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援
の推進 

 
 

学生が経済面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金制度による意欲・能力

のある個人に対する支援を一層推進する。 
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高等教育局学生支援課（下間 康行） 

 
初等中等教育局児童生徒課（磯谷 桂介） 
 

 
 
 

判断基準 

奨学金の貸与を受けることにより修学可能となった学生の割合 

Ｓ＝95％以上 
Ａ＝80％以上～95％未満 
Ｂ＝65％以上～80％未満 
Ｃ＝65％未満 

 

 
達成目標５－１－１ Ａ 
奨学金事業について、対前年度比5.2万人の貸与人員の増員を行った結果、施策目標５－１

の下の達成目標については、５－１－１「日本学生支援機構による奨学金事業を充実させ、意

欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、修学機会の確保

を図る。」という観点から想定どおりに達成できている。 
なお、高等学校等奨学金事業は、平成17年度入学者から順次都道府県へ移管されており、都

道府県が実施する高等学校等奨学金事業の財源として、高等学校等奨学金事業交付金を交付し

ている。 
達成目標を達成することで、意欲ある学生への支援体制の整備という点で学ぶ意欲と能力の

ある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べる環境の整備に資したと考える。 
 

 
【必要性の観点】 

奨学金を希望する者は増加しており、学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べ

るようにするためにも、奨学金事業の更なる充実を図ることが必要である。また、教育基本法

第４条第３項においても「国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由に

よって修学が困難な者に対して、奨学の措置を講じなければならない」と規定されており、国

が責任をもって実施すべき施策である。さらには平成20年7月に閣議決定された「教育振興基

本計画」においても、「教育の機会均等の観点から、能力があるにもかかわらず、経済的理由

によって修学が困難な学生等に対して、奨学金事業を推進する」と本事業を実施することの重

要性が提言されている。 
 

  【有効性の観点】 
奨学金事業の開始以来、65年間で約918万人の学生等に対して奨学金の貸与を行ってきてお

り、教育の機会均等の実現と我が国の発展を支える人材育成に大きく寄与してきたところであ

る。また、経済的理由により修学を断念することがないよう、奨学金の貸与を社会のセーフテ

ィネットとしての役割を担うことで、国民の安心と勉学意欲の涵養を与えている。 

●必要性・有効性・効率性分析 

●平成19年度の状況と総合評価結果 

●評価の判断基準 

●関係課（課長名） 

●主管課（課長名） 

施策目標５－１ 意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の
推進     （基準年度：毎年度・達成年度：毎年度） 

教育の機会均等の観点から、意欲・能力のある学生が経済的な面で心配することな

く、安心して学べるよう、日本学生支援機構の奨学金事業を充実し、教育費負担の軽

減を図る。 
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【効率性の観点】 
（事業インプット） 
  奨学金事業に必要な経費  122,412百万円（平成19年度予算額） 
       【事業費総額  850,335百万円】 
 
（事業アウトプット） 
  貸与人員   103.7万人（平成19年度実績） 
       【無利子貸与事業：34.9万人、有利子貸与事業：68.8万人】 
 
（事業アウトカム） 

意欲と能力のある学生への支援体制の整備という点で、学生が経済的な面で心配することな

く、安心して学べる環境が整備された。 
 

 
【予算要求への反映】 

これまでの取組を引き続き推進 
【具体的な反映内容について】 

近年では、貸与基準を満たす希望者については年度内にほぼ全員を採用しており、今後とも

貸与基準を満たす希望者が奨学金を受けることができるよう、学生のニーズ等を踏まえ引き続

き充実に努めていく必要がある。 
 

 
経済財政改革の基本方針2008（抄）～開かれた国、全員参加の成長、環境との共生～ 

           （平成20年6月27日 閣議決定） 
第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築 

    ２．未来を切り拓く教育 
・教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する「教育振興基本計画」に基づき、我が国の未来を

切り拓く教育を推進する。その際、新学習指導要領の円滑な実施、特別支援教育・徳育の推進、体

験活動の機会の提供、教員が一人一人の子どもに向き合う環境作り、学校のＩＣＴ化や事務負担の

軽減、教育的観点からの学校の適正配置、定数の適正化、学校支援地域本部、高等教育の教育研究

の強化、競争的資金の拡充など、新たな時代に対応した教育上の諸施策に積極的に取り組む。  
 

教育振興基本計画（抄）（平成20年7月1日 閣議決定） 
第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策 

    （２）施策の基本的方向 
基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する 

能力があるにもかかわらず経済的理由により修学が困難な者に対する奨学のための取組

を進める必要がある。 
 

 （３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する 
   ④ 教育機会の均等を確保する 

      【施策】奨学金事業等の推進 
教育の機会均等の観点から、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な学

生等に対して、奨学金事業等を推進する。 
 （４）特に重点的に取り組むべき事項 

     ◎安全・安心な教育環境の実現と教育への機会の保障 
      ○教育への機会の保障 

就園奨励費、幼児教育無償化の歳入改革にあわせた総合的検討、就学援助、奨学金、私学助成、

税制上の措置の活用を通じた教育への機会の保障を図る。 

●関係する施政方針演説等内閣の重要施策（主なもの）

●今後の課題及び政策への反映方針 
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なし 

 

    
   次年度の評価においては、教育研究の特性に配慮しつつアウトカム指標の設定について検討す

べき。 
   学生への貸与による成果（学生の満足度等）を測る指標の設定について検討すべき。 
  

●政策評価担当部局の所見 

●関連達成目標 
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１．評価の判断基準 

 
 

判断基準 

奨学金の貸与を受けることにより修学可能となった学生の割合 

Ｓ＝95％以上 
Ａ＝80％以上～95％未満 
Ｂ＝65％以上～80％未満 
Ｃ＝65％未満 

 
２．平成 19 年度の状況 

奨学金事業について、対前年度比 5.2 万人の貸与人員の増員を行った結果、奨学金の貸与を受

けることにより修学可能となった学生の割合が 80.13%となっており、達成目標５－１－１「日

本学生支援機構による奨学金事業を充実させ、学生が経済的な面で心配することなく、安心して

学べるよう、修学機会の確保を図る。」については、想定どおり達成できたものと判断できる。 
なお、高等学校等奨学金事業は、平成17年度入学者から順次都道府県へ移管されており、都道

府県が実施 
する高等学校等奨学金事業の財源として、高等学校等奨学金事業交付金を交付している。 

 
（指標・参考指標） 

年度 19 
奨学金が受けられなかった場合、修
学が著しく困難（不可能）、もしくは
修学が困難な学生の割合(%) 

80.13

 
（指標に用いたデータ・資料等） 

・出典：日本学生支援機構による調査（平成 19 年 12 月～平成 20 年 2 月） 
 （調査内容） 
  調査対象：平成 19 年度に奨学金貸与中の者のうち、平成 20 年度以降も継続して貸与

を希望する者 
  調査項目及び結果：奨学金が受けられなかった場合について 
        ①修学が著しく困難（不可能）となる（41.72％） 
        ②修学が困難となる（38.41％） 
        ③修学は可能であるが家庭からの給付、アルバイトが不可欠（19.87％） 
  

  （指標の設定根拠） 
    経済的な理由により修学が困難な学生に支援をするという奨学金の趣旨に鑑み、奨学金が受

けられなかった場合、修学が著しく困難（不可能）、もしくは修学が困難な学生の割合を指標

として設定する。 
 
３．評価結果 

Ａ 
 

  （判断理由） 
奨学金の貸与を受けることにより修学可能となった学生の割合については、平成 19 年度中

に奨学生に対して実施した調査により、80.13％であり、奨学金事業の充実が、学生の修学機

会の確保に寄与していると判断できるため。 
 

達成目標５－１－１ 
日本学生支援機構による奨学金事業を充実させ、学生が経済的な面で心配することなく、安心し

て学べるよう、修学機会の確保を図る。 
（基準年度：毎年度・達成年度：毎年度）
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４．今後の課題及び政策への反映方針 
近年では、貸与基準を満たす希望者については年度内にほぼ全員を採用しており、今後とも

貸与基準を満たす希望者が奨学金を受けることができるよう、学生のニーズ等を踏まえ引き続

き充実に努めていく必要がある。 
 

 
意欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金を希

望する学生を引き続き支援するため、奨学金の充実を図っていくことが必要であり、平成 20
年度予算においては、事業全体で対前年度比 7.5 万人増の 121 万 9 千人の学生等に対し、801
億円増の 9,305 億円の奨学金を貸与することを予定している。 

 
５．主な政策手段 

名称（19年度予算額
（百万円）） 概要 19年度の実績 21 年度の予算要

求への考え方 

(独 )日本学生支援機構 
奨学金事業の充実 
（850,335 百万円） 
（うち高等学校等奨学金事
業交付金：28,800 百万円） 

教育を受ける意欲と能力
のある学生がより多く奨
学金の貸与を受けられる
よう奨学金事業を充実さ
せる。 
 

 
 

奨学金事業を充実させることにより、意欲
と能力のある能力のある学生が経済的な
面で心配することなく、安心して学べるよ
う、修学機会の確保を図ることができた。 

貸与人員103.7万人（平成19年度実績） 
 【無利子貸与事業：34.9 万人、 

有利子貸与事業：68.8 万人】 
 

 
 

 
継続 
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事例２－23 意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進（拡充）〔文部科学省事

業評価（事前）〕 

 
 

高等教育局学生支援課（下間 康行） 
 

 
初等中等教育局児童生徒課（磯谷 桂介） 
 

 

 教育の機会均等に寄与するために学資の貸与その他学生等の修学の援助を通じ、我が国の大学

等において学ぶ学生等に対する適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊かな人間

性を備えた創造的な人材の育成に資する。 

１．事業目的 

 

奨学金事業の開始以来、65年間で約852万人の学生等に対して奨学金の貸与を行ってきており、

教育の機会均等の実現と我が国の発展を支える人材育成に大きく寄与してきたところである。さ

らに、経済的理由により修学を断念することがないよう、奨学金の貸与を社会のセーフティネッ

トとしての役割を担うことで、国民の安心と勉学意欲の涵養を与えている。近年、高等教育機関

への進学率の高まり、学生の親からの経済的な自立意識の高まりなどを反映し、奨学金希望者は

なお増加傾向にある。 

２．事業に至る経緯・今までの実績 

平成19年度の貸与人員実績は、無利子奨学金が34.9万人、有利子奨学金が68.8万人である（都

道府県に移管された高等学校等奨学金事業分は除く）。 
 

意欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金を希望

する学生を引き続き支援するため、奨学金の充実を図っていくことが必要であり、平成20年度予

算においては、事業全体で対前年度比7.5万人増の121万9千人の学生等に対し、801億円増の

9,305億円の奨学金を貸与することを予定している。 

３．事業概要 

なお、高等学校等奨学金事業は、平成17年度入学者から順次都道府県へ移管されており、都道

府県が実施 
する高等学校等奨学金事業の財源として、高等学校等奨学金事業交付金を交付している。 
 平成21年度要求では、無利子奨学金において学生のニーズ及び返還時の負担軽減の観点から、

現行より低い新たな貸与月額を創設し、貸与月額を選択制とすることで事業費の見直しを図る一

方で、残存適格者を解消するため、貸与人員の増員等により、事業全体として充実を図ることと

している。 

●事業の概要等 

●関係課（課長名） 

●主管課（課長名） 

【達成目標５－１－１】 
６２．意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進（拡充）  

 
平成21年度要求額：141,244百万円 

（平成20年度予算額：130,899百万円） 
事業開始年度：平成21年度 
事業達成年度：平成21年度 
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  【指標】 
４．指標と目標 

    奨学金の貸与を受けることにより修学可能となった学生の割合（平成20年度：80.13％） 
  【目標】 
    経済的な理由により修学が困難な学生を支援するという奨学金の趣旨に鑑み、奨学金が受け

られなかった場合、修学が著しく困難（不可能）、もしくは修学が困難な学生の割合を高める。 
  【効果の把握手法】 
    独立行政法人日本学生支援機構において、「奨学金の貸与を受けることにより修学可能とな

った学生の割合」について調査を実施し、修学機会の確保の状況を把握し、検証を行う。 
 

 

   達成目標５－１－１「今後の課題及び政策への反映方針」において、「近年では、貸与基準を

満たす希望者については年度内にほぼ全員を採用しており、今後とも貸与基準を満たす希望者が

奨学金を受けることができるよう、学生のニーズ等を踏まえ引き続き充実に努めていく必要があ

る」と記述されており、本事業の拡充は不可欠である。 

Ａ．19年度実績評価結果との関係 

 

Ｂ．必要性の観点 

奨学金を希望する者は増加しており、学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べる

ようにするためにも、奨学金事業の更なる充実を図ることが必要である。また、貸与基準を満た

しているにもかかわらず、無利子奨学金において採用できていない学生等に対する支援を充実す

る必要がある。 

１．事業の必要性 

教育の機会均等の観点から、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者

に対して、奨学金を貸与することにより、我が国の将来を担う学生が、経済的に自立し、安心し

て勉学に励めるよう、国が責任をもって実施する必要がある。教育基本法第４条第３項において

も「国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に

対して、奨学の措置を講じなければならない」と規定されており、国が責任をもって実施すべき

施策である。さらには平成20年7月に閣議決定された「教育振興基本計画」においても、「教育

の機会均等の観点から、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な学生等に

対して、奨学金事業等を推進する」と本事業を実施することの重要性が提言されている。 

２．行政・国の関与の必要性（官民、国と地方の役割分担等） 

なお、「特殊法人等整理合理化計画」（平成 13 年 12 月閣議決定）により、高等学校生等に対

する奨学金事業は都道府県において実施し、大学生等に対する奨学金事業は国の責任において日

本学生支援機構が実施することとなった。 
 
 

●事業の事前評価結果 
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 ①主な関連施策 施策目標６－１ 
３．関連施策との関係 

○特色ある教育研究を展開する私立学校の振興（高等教育局私学部私学行政課） 
私立学校振興助成法の趣旨に則り、私立学校の教育条件の維持向上並びに私立学校に在籍す

る幼児、児童、生徒又は学生に係る修学上の経済的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営

の健全性を高め、もって私立学校の健全な発達に資することを目的とする。 
（平成21年度要求141,244百万円、事業開始年度：昭和45年度、事業達成年度：毎年度） 

 
②関連施策との関係（役割分担・連携状況） 

本事業と同様に学生等を対象とした事業として、「私立学校の振興に向け、教育研究条件を

高めるとともに経営の健全性の維持向上を図る事業」を実施しているが、個人補助と機関補助

という面で果たす役割は異なるものの、学生等に対する経済的支援体制の強化などについては、

互いに連携することで「人材の育成」という共通の目標達成に寄与している。 
 
 

経済財政改革の基本方針2008（抄）～開かれた国、全員参加の成長、環境との共生～ 
４．関係する施政方針演説、審議会の答申等 

           （平成20年6月27日 閣議決定） 
第５章 安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築 

    ２．未来を切り拓く教育 
・教育基本法の理念の実現に向け、新たに策定する「教育振興基本計画」に基づき、我が国の未来を

切り拓く教育を推進する。その際、新学習指導要領の円滑な実施、特別支援教育・徳育の推進、体

験活動の機会の提供、教員が一人一人の子どもに向き合う環境作り、学校のＩＣＴ化や事務負担の

軽減、教育的観点からの学校の適正配置、定数の適正化、学校支援地域本部、高等教育の教育研究

の強化、競争的資金の拡充など、新たな時代に対応した教育上の諸施策に積極的に取り組む。  
 

教育振興基本計画（抄） 
      （平成20年7月1日 閣議決定） 

第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策 
    （２）施策の基本的方向 

基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する 
能力があるにもかかわらず経済的理由により修学が困難な者に対する奨学のための取組

を進める必要がある。 
 

 （３）基本的方向ごとの施策 
基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する 
   ④ 教育機会の均等を確保する 

      【施策】奨学金事業等の推進 
教育の機会均等の観点から、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な学

生等に対して、奨学金事業等を推進する。 
 

 （４）特に重点的に取り組むべき事項 
     ◎安全・安心な教育環境の実現と教育への機会の保障 
      ○教育への機会の保障 

就園奨励費、幼児教育無償化の歳入改革にあわせた総合的検討、就学援助、奨学金、私助成、

税制上の措置の活用を通じた教育への機会の保障を図る。 
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Ｃ．有効性の観点 

   本事業は、教育の機会均等の観点から、意欲と能力のある学生等が家庭の経済状況によって修

学の機会が奪われないよう、学生の多様なニーズ等を踏まえて、事業を充実し、教育負担の軽減

を図ってきた。 

１．目標の達成見込み 

   本事業は、我が国の大学等において学ぶ学生等に対する適切な修学環境を整備し、もって次代

の社会を担う意欲と能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨

学金事業を充実をすることとしており、奨学金の貸与を受けることにより修学が可能となった学

生の割合が80％以上となることを目標としている。 
   奨学金事業の開始以来、65年間で852万人の学生等に対して奨学金の貸与を行ってきており、

平成19年度の進学率において、奨学金事業が約10％の上昇に寄与し、約11万人の進学の機会が

確保されたという分析結果もある。 

   近年の大学進学率の上昇及び奨学金希望者の増加に対応しつつ、意欲と能力のある人材を幅広

く育成する観点から、事業の充実を図ってきている。本事業の実施により、我が国の大学等にお

いて学ぶ学生等に対する適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊かな人間性を備

えた創造的な人材の育成に資すると考えられる。 

２．上位目標のために必要な効果が得られるか 

 

 

Ｄ．効率性の観点 

奨学金事業に必要な経費  122,412百万円（平成19年度予算額） 
１．インプット 

     【事業費総額  850,335百万円】 
 
 

貸与人員   103.7万人（平成19年度実績） 
２．アウトプット 

       【無利子貸与事業：34.9万人、有利子貸与事業：68.8万人】 
 
 

  本事業の予算規模（850,335百万円）に対して、アウトプットとして、103.7万人の学生に対して

奨学金を貸与し、意欲と能力のある学生への支援体制の整備という点で、学生が経済的な面で心配

することなく、安心して学べる環境が整備されたと判断されることから、本事業のインプットとア

ウトプットの関係は効果的と判断する。 

３．事業スキームの効率性 

  また、学生の利便性に資するため、予約採用制度の拡充や返還金の口座振替制度の導入など効率

的な事業運営に努め、今後もその取り組みを充実する必要があると考える。 
 
 

  本事業は、独立行政法人日本学生支援機構により行うが、民間企業が実施することとした場合に

は、 

４．代替手段との比較 

   ① 教育の機会均等の確保という公共性の観点から設けている貸与基準に基づき、大学におい

て適切に奨学生の選考がなされることを公的機関が担保すること、 
   ② 経済的理由等による返還猶予、死亡・心身障害による返還免除などの業務を行うこと、 
   ③ 主たる家計支持者の所得の低い学生を優先的に採用しており、返還が完了するまでの期間

が長期（20年以内）であること 
 などが、民間企業では適切に実施されない恐れがある。 
  なお、データ入力などの単純大量業務や回収業務、延滞者への督促架電業務等、より効率的・効

果的な業務の実施が可能と見込まれる業務については民間委託を進めている。 
 

  本事業は、貸与基準を満たす学生等であれば奨学金の貸与を申請することが可能であり、公平性

は担保できると判断する。 

Ｅ．公平性の観点 
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  本事業は、経済的理由により修学に困難がある学生等に対し、学資の貸与を行うことにより、教

育の機会均等と人材育成に資する事業であり、学生のニーズ等を踏まえつつ、その充実を図ってき

ている。今後も、意欲と能力がある学生等が、経済的な面で心配することなく修学できるよう、本

事業は優先すべき政策と考える。 

Ｆ．優先性の観点 

 

本事業は、教育の機会均等の確保の観点から、これまでも充実を図ってきており、近年では無利

子・有利子合わせて事業全体で見れば、貸与基準を満たす希望者のほぼ全員に貸与できている状況

である。今後とも、学生のニーズ等を踏まえつつ、健全性を確保した奨学金事業の充実に努めるた

め、平成21年度の概算要求においても事業の充実を進めていく必要がある。 

Ｇ．総括評価と反映方針 

 

 
【指摘事項】 

  評価結果は妥当。 
１．事業に対する総合所見（官房にて記載） 

 

 大学等の運営・評価、奨学金、学生支援及び留学生支援の各分野に関し、広くかつ高い見識を

有する者からなる評価委員会において、「返還・回収事業の在り方、次期中期計画・中期目標の

数値目標の設定について検討する必要がある」との指摘があった。 

２．外部評価、第三者評価等を行った場合のその概要等 

 
【指摘に対する対応方針】 

    平成20年度から回収の外部委託の入札方法や時期、延滞年数などを検討し、費用の低減と効果

的な委託に努め、また、社会情勢を踏まえた目標の設定、大学との連携強化についても取り組む

こととしている。 
 

●指摘事項と対応方針 

- 220 -



事例２－24 治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること
〔厚生労働省実績評価〕 
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２．現状分析
＜難病対策について＞

難病対策については、厚生省（当時）が難病プロジェクトチームを設置し、難病対策
の考え方、対策項目などについて検討を行った結果、昭和４７年に策定された「難病対
策要綱」において 「①原因不明、治療方法未確立であり、かつ、後遺症を残すおそれ、
が少なくない疾病、②経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著し
く人手を要するために家庭の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病」と整理さ
れている。

この要綱を踏まえ 「①調査研究の推進、②医療施設の整備、③医療費の自己負担の、
軽減、④地域における保健医療福祉の充実・連携、⑤ の向上を目指した福祉施策QOL
の推進」の５本の柱に基づき、症例数が少なく原因不明で治療方法も未確立であり、か
つ、生活面で長期に渡る疾病を研究する難治性疾患克服研究事業及び難病患者の医療費
の助成制度である特定疾患治療研究事業など、各種の施策を推進している。

なお、特定疾患治療研究事業の受給者証件数は、昭和６３年度169,906件、平成１０
年423,124件、平成１７年度565,848件と年々増加している状況にあり、引き続き、難病
対策の充実・強化が必要である。

＜ハンセン病対策について＞
ハンセン病対策については、平成８年４月に「らい予防法の廃止に関する法律」が成

立し、これまでのいわゆる隔離政策が改正された。また、平成１０年に提起された「ら
い予防法違憲国家賠償請求訴訟」について、平成１３年５月の熊本地裁判決を踏まえ、
内閣として控訴しないことを決定した。

これを受けて、ハンセン病問題の早期かつ全面的な解決を図るため、議員立法により
「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」が成立（平成１３
年６月公布・施行）した。また、これと平行して、原告と和解協議を行い、基本合意書
に調印し、漸次和解が成立中である。

ハンセン病患者・元患者への恒久対策については、厚生労働副大臣を座長とする「ハ
ンセン病問題対策協議議会」において、患者・元患者の代表らと検討を重ね、合意され
た事項について、①謝罪・名誉回復措置、②在園保障、③社会復帰・社会生活支援、を
柱として実施している。

しかし、療養所入所者の社会復帰は、高齢化や社会に今なお偏見・差別が残っている
ことなどから困難となっており、引き続き、対策が必要となっている。

＜エイズ対策について＞
エイズ対策については 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、

（平成１０年法律第１１４号 」第１１条第１項の規定に基づき作成された「後天性免）
疫不全症候群に関する特定感染症予防指針（ エイズ予防指針 （平成１１年厚生省告「 」
示２１７号）により、予防と医療にかかる総合的施策を患者の人権に配慮しつつ推進し
てきた。

エイズ／ 感染の動向を見ると、平成１９年の新規 感染者・エイズ患者報告HIV HIV
数（速報値）の合計が過去最高の数となっており、増加傾向が続いている。近年では地
域的、年齢的にも広がりを見せており、依然として予断を許さない状況である。

資料：エイズ動向委員会報告数(厚生労働省健康局調べによる）

ＨＩＶ感染者・エイズ患者報告数
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３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 難病情報センターへのホームペー 7,848 10,192 13,336 17,385 17,358

【 】【 】【 】【 】【 】ジアクセス件数（単位：千件） 129.2％ 129.9％ 130.8％ 130.4％ 99.8％

（前年度以上／毎年度）
２ ハンセン病資料館の入館者数 13,164 12,583 5,190 － 21,120

91.3％ 95.6％ 【－％】 【－％】 【－％】（単位：人） 【 】 【 】

（前年度以上／毎年度）
３ 保健所等におけるＨＩＶ抗体検査 75,539 89,004 100,287 116,550 153,816

【 】【 】【 】【 】【 】件数（単位：件） 122.5％ 117.8％ 112.7％ 116.2％ 132.0％
（前年以上／毎年）

（調査名・資料出所、備考）
・ 各指標は、健康局疾病対策課の調べによる。
・ 指標１及び２の各年度の数値は年度末時点であり、指標３の各年の数値は年末時点

である。
・ なお、指標２については、ハンセン病資料館の拡充工事に伴う休館（平成１７年９

月から平成１９年３月末まで）により、平成１７年度については８月３１日までの入
館者数となっており、平成１８年度については実績値は無い。

http://www nanbyou or jp【参考】難病情報センターＨＰ . . .
http://api-net jfap or jp/htmls/frameset- - htmlエイズ予防情報ネットＨＰ . . . 03 02.

施策目標の評価

【有効性の観点】
１ 難病情報センターへのホームページアクセス件数が、最近５カ年で２倍以上に増

加しているが、このホームページには、診断・治療指針等を掲載し、患者から医療
関係者まで、幅広く情報を入手できるものであることから、国民への情報提供が有
効に行われているものと評価できる。また、これにより、国民の受診機会の増加、
また、治療研究の促進に繋がっているものと評価できる。

２ ハンセン病資料館の入館者数については、ハンセン病資料館の拡充工事に伴う休
館があったため継続的な評価はできないが、休館前と比べて大幅に入館者が増え、
多くの国民に情報提供を行うことができており、国民への情報提供が有効に行われ
ているものと評価できる。

３ 保健所等におけるＨＩＶ抗体検査件数については、年々検査件数が増えており、
普及啓発の効果及び利用者の利便性に配慮した検査体制の整備について、有効に進
んでいるものと認められる。

【効率性の観点】
１ 難病情報センターのホームページアクセス件数は５年間で２倍以上増えており、

難病に対する一般的な情報の他、医療従事者に向けた診断・治療指針も掲載してお
り、難病に関する情報を一元的に閲覧できるものと考えている。これらの情報を掲
載することで、ホームページにより、難病に関する適切な情報提供が有効かつ効率
的に行われているものと認められる。

２ ハンセン病資料館の入館者数が大幅に増えていることなどから、ハンセン病の正
しい知識についての普及啓発が効率的に進んでいるものと評価できる。

３ ＨＩＶ・エイズに関する普及啓発及び教育の推進により、ＨＩＶ検査件数、ＨＩ
Ｖ・エイズに関する相談件数が増加（参考指標： 保健所等におけるＨＩＶ／エイ「
ズに関する相談件数」参照）しており、効率的に普及啓発が行われたものと評価で
きる。

【総合的な評価】
１ 難病患者に対する受診機会の増加及び国民への情報提供は、難病情報センターホ

ームページのアクセス件数の増加などに見られるように、有効かつ効果的に行われ
ている。また、国民への情報提供により、国民の受診機会の増加や治療研究の促進
に繋がっており、難病対策の推進が図られているものと評価できる。
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今後とも、難病情報センターにおける情報提供の充実を図るなど、難病に関する
情報提供を効果的に行うとともに、調査研究の推進等、難病対策を推進することが
重要である。

２ ハンセン病対策の推進については、指標については、拡張工事に伴う休館があっ
たため継続的な評価はできないが、再オープンしたハンセン病資料館が、差別・偏
見の解消に向けた拠点として多くの入館者を集めるなど、目標の達成に向けて有効
な取り組みが行われていると評価できる。

この他、中学生向けパンフレットの配布事業やシンポジウムの開催等が着実に実
施されており、今後も元患者等と協議を重ねながら必要な政策の実施を図ることが
重要である。

３ ＨＩＶ・エイズに関する普及啓発及び教育の推進により、ＨＩＶ検査件数、ＨＩ
Ｖ・エイズに関する相談件数が増加しており、普及啓発の効果及び利用者の利便性
に配慮した検査体制の整備について、成果が認められる。

今後とも、より一層、普及啓発及び教育の推進に取り組むとともに、検査・相談
、 、 。体制の充実 医療提供体制の再構築など エイズ対策を推進することが重要である

４．個別目標に関する評価
個別目標１

難病対策を推進すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 難病情報センターへのホームペー 7,848 10,192 13,336 17,385 17,358

【 】【 】【 】【 】【 】ジアクセス件数（単位：千件） 129.2％ 129.9％ 130.8％ 130.4％ 99.8％

（前年度以上／毎年度）
※施策目標に係る指標１と同じ

（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は健康局疾病対策課の調べによる。
・ なお、各年度の数値は年度末時点である。

http://www nanbyou or jp【参考】難病情報センターホームページ . . .

参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 特定疾患治療研究事業の受給者証 530,843 541,704 565,848 585,824 集計中

件数 （単位：件）
（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は健康局疾病対策課の調べによる。
・ 平成１９年度については集計中であり、平成２０年１１月ごろに公表予定。

個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
難病情報センターへのアクセス件数が最近５カ年で２倍以上に増加していることな

ど、難病対策に関する症状や相談先などの一般的な情報提供はもとより、医療従事者に
向けた診断・治療指針についての情報も含め、国民への情報提供は効果的に行われてお
り、受診機会の増加や治療研究の促進に繋がるなど、難病対策の推進が図られているも
のと評価できる。

また、重症難病患者入院施設確保事業についても、各都道府県において拠点病院や協
力病院の整備を行っているところであるが、これらの病院の整備についても病院数も増
加するなど着実に行われており、重症難病患者入院施設確保体制の重要性が認識されて
いるものと評価できる。

今後とも、難病情報センターにおける情報提供の充実を図るなど、難病に関する情報
提供を効果的に行うとともに、調査研究の推進等、難病対策を推進することが重要であ
る。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 難病情報センター事業
平成19年度 ２９百万円（補助割合：[国（定額10 10相当）]）/
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予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要： 難病に関する各種一般・専門情報の提供を広く行うことにより、難病患者や家
族の療養上の悩みや不安に的確に対応し、その療養生活の一層の支援を図ると
ともに、医療関係者等に対し、最新の認定基準、治療方針、症例等に関する情
報提供を行う。

事務事業名 重症難病患者入院施設確保事業
平成19年度 １０８百万円（補助割合：[国１／２][都道府県１／２]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：病状の悪化等の理由により、居宅での療養が極めて困難な状況となり、入院治
療が必要となった重症難病患者に対し、適時に適切な入院施設の確保等が行え
るよう、地域の医療機関の連携による難病医療体制の整備を図る。

個別目標２
ハンセン病対策を推進すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ ハンセン病資料館の入館者数 13,164 12,583 5,190 － 21,120

91.3％ 95.6％ 【－％】 【－％】 【－％】（単位：人） 【 】 【 】

（前年度以上／毎年度）
※施策目標に係る指標２と同じ

（調査名・資料出所、備考）
・ 健康局疾病対策課の調べによる。
・ 各年度の数値は年度末時点である。
・ なお、ハンセン病資料館の拡充工事に伴う休館（平成１７年９月から平成１９年３

） 、 、月末まで により 平成１７年度については８月３１日までの入館者数となっており
平成１８年度については実績値は無い。

個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
ハンセン病対策の推進については、再オープンしたハンセン病資料館が、差別・偏見

の解消に向けた拠点とし多くの入館者を集めるなど、目標の達成に向けて有効な取組が
行われていると評価できる。

この他、中学生向けパンフレットの配布事業や補償金の支給 「ハンセン病問題に関、
する検証会議」の提言の十分な検討や検討結果の実現に向けた道筋等を明らかにする再
発防止検討調査事業や社会復帰を希望する者の生活基盤の確立及び自立の促進に資する
ために必要な費用の支援を行う社会復帰支援事業が着実に実施されており、今後も元患
者等と協議を重ねながら必要な政策の実施を図ることが重要である。

政策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 ハンセン病資料館の運営事業
平成19年度 １７０百万円
予 算 額 一般会計 年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本 省 、 厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県 、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他 （ ）

概要：内閣総理大臣談話及びハンセン病補償法に基づき、ハンセン病患者・回復者の
過酷な歴史を伝え名誉回復を図るとともに、ハンセン病に関する国民の偏見・差
別の解消及び情報の発信を図る。

事務事業名 普及啓発のためのパンフレット事業
平成19年度 ２７百万円
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
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実 施 主 体 本省 、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他 （ ）

概要：ハンセン病に関する偏見・差別の解消及び正しい知識の普及啓発のため、平成
「 」１４年度より全国の中学生を対象としたパンフレット わたしたちにできること

を作成・配布し、学校教育の場において取り組みを行っている。
事務事業名 ハンセン病療養所の運営事業（国立ハンセン病療養所）
平成19年度 １２，０４７百万円
予 算 額 一般会計 、 年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省 、 厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：国立ハンセン病療養所（１３施設）の運営管理、入所者への医療の提供・福祉
の増進等を行っている。

ハンセン病療養所の運営事業（私立ハンセン病療養所）事務事業名
平成19年度 ２３６百万円（補助割合：[国１０／１０]）
予 算 額 一般会計 、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省 、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：私立ハンセン病療養所（２施設）の運営管理、入所者への医療の提供・福祉の
増進等のために必要な補助を行っている。

個別目標３
エイズ対策を推進すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 保健所等におけるＨＩＶ抗体検査 75,539 89,004 100,287 116,550 153,816

【 】【 】【 】【 】【 】件数（単位：件） 122.5％ 117.8％ 112.7％ 116.2％ 132.0％

（前年以上／毎年）
※施策目標に係る指標３と同じ

（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は、健康局疾病対策課の調べによる。
・ なお、各年の数値は年末時点である。

【参考】エイズ予防情報ネットＨＰ
http://api-net jfap or jp/htmls/frameset- - html. . . 03 02.

参考指標 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 保健所等におけるＨＩＶ／エイズ 130,153 146,585 161,474 173,651 214,347

に関する相談件数
２ ＨＩＶ感染者・エイズ患者報告数 976 1,165 1,199 1,358 1,500

・ 指標１・２は、健康局疾病対策課の調べによる。
・ なお、各年の数値は年末時点である。

【参考】エイズ予防情報ネットＨＰ
http://api-net jfap or jp/htmls/frameset- - html. . . 03 02.

個別目標３に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
ＨＩＶ・エイズに関する普及啓発及び教育に加え、夜間・休日検査の実施等利用者の

利便性に配慮した検査体制の整備の推進により、ＨＩＶ検査件数、ＨＩＶ・エイズに関
する相談件数が増加しており、エイズ対策が効果的に推進されている。

今後とも、より一層、普及啓発及び教育の推進に取り組むとともに、検査・相談
体制の充実、医療提供体制の再構築など、エイズ対策を推進することが重要である。
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施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
事務事業名 ＨＩＶ検査・相談事業
平成19年度 ２５０百万円（補助割合：[国１／２][都道府県１ ／２]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：都道府県・政令市・特別区が保健所等で実施するＨＩＶ検査及びエイズに関す
る相談や、世界エイズデー等の際に実施するＨＩＶ検査及び相談事業に対し補
助を行う。

事務事業名 ＨＩＶ検査普及週間の実施
平成19年度 百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）－
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）

事業としての予算はありません
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

、概要：国や都道府県が行う検査・相談体制の充実を図る取組みを強化することにより
国民のＨＩＶやエイズに対する関心を喚起し、もってＨＩＶ検査の浸透・普及
を図るため、キャンペーン活動等を実施する。

事務事業名 世界エイズデー普及啓発事業
平成19年度 ３７百万円（補助割合：[国１０／１０]）
予 算 額 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：ＵＮＡＩＤＳ（国連合同エイズ計画）が提唱する１２月１日の世界エイズデー
にあわせて、エイズのまん延防止、患者・感染者に対する差別・偏見等の解消
を目的として、各種普及啓発イベントを実施する。

５．評価結果の分類
１ 施策目標に係る指標の目標達成率

指標１ 目標達成率 ９９．８％
指標２ 目標達成率 － ％
指標３ 目標達成率 １３２．０％

（目標達成率を算定できない場合、その理由）
指標２（ハンセン病資料館の入館者数：前年度以上／毎年度）については、ハンセン

病資料館の拡充工事に伴う休館（平成１７年９月から平成１９年３月末まで）により、
平成１８年度については実績値が無いため、目標達成率を算定できない。

２ 評価結果の政策への反映の方向性
ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）
難病対策については、平成２０年度において、当該事業について都道府県等に対し、

本補助金の活用周知に努めるとともに、難病患者の実態を踏まえ、引き続き平成２１年
度要求においても難病対策の推進に必要な経費を要求することを予定している。

なお、難病情報センターについては、難病に関する医療従事者からの相談に対応する
ために必要な提供情報蓄積及び情報処理能力の向上に資するため、サーバーの増設を行
う予定である。また、特定疾患治療研究事業については、受給者の増及び新規疾患追加

、 。 、 、により 拡充要求を行うこととしている さらに 難治性疾患克服研究事業については
「 」 、 、５つの安心プラン において 難治性疾患の診断・治療法の研究開発を促進するため
対象疾患の拡大等事業を大幅に拡充することとしている。

また、ＨＩＶ／エイズに係る普及啓発については、平成１９年度事業において財政的
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な制約から申請額を減少させる自治体が増えたことから、各都道府県等での取組が進ん
でいない状況である。このことを踏まえ、平成２０年度においては、当該事業について
都道府県等に対し、本補助金の活用周知に努めるとともに、新規患者・感染者の報告数
が増加していることを踏まえ、引き続き平成２１年度要求においてもエイズ対策の推進
に必要な経費を要求することを予定している。

３ 施策目標等に係る指標の見直し（該当するものすべてに○）
（施策目標に係る指標）

ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（個別目標に係る指標）
ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（理由）

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

なし。

②各種政府決定との関係及び遵守状況
経済財政改革の基本方針２００８（平成２０年６月２７日閣議決定）
・ 難病対策（や肝炎対策）を一層推進する 」「 。

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況
なし。

④会計検査院による指摘
なし。

⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
なし。

７．本評価書に関連する他の実績評価書
なし。
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事例２－26 環境政策の基盤整備（環境基本計画の効果的実施）〔環境省実績評価〕 
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事例２－27 経済協力（基礎教育への支援）〔外務省総合評価〕 
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事例２－28 ユビキタスネットワーク時代に向けたマルチコンテンツ利用技術の開

発・実証〔総務省事業評価（事後）〕 
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事例２－29 科学衛星を開発・運用し、宇宙天文学や宇宙探査の分野で学術的に意義の

大きな成果を挙げ、宇宙科学の分野での世界的な研究拠点となる〔文部科学

省実績評価〕 

 

 
 
 
 
 
 
１．評価の判断基準 

判断基準 

科学衛星の開発、運用の進捗状況

Ｓ＝当初計画以上に進捗している。
Ａ＝当初計画どおりに進捗している。 
Ｂ＝当初計画からやや遅れが見られる。 
Ｃ＝当初計画から大幅に遅れが見られる。 

 
２．平成 19 年度の状況 

科学衛星について、平成１９年度の当初計画は、月周回衛星「かぐや」（ＳＥＬＥＮＥ）の打上
げ・運用を行うとともに、既に打ち上げられている人工衛星（第２２号科学衛星「ひので」（太陽
観測衛星）等）の運用を行うこととしていた。 
月周回衛星「かぐや」（ＳＥＬＥＮＥ）については、Ｈ－ⅡＡロケット１３号機により、平成１

９年９月に打上げに成功し、１４種類の観測機器により、月表面の元素分布、鉱物分布、地形・表
層構造、重力分布、磁場分布の観測を行っている。同年１０月には世界初となるハイビジョンカメ
ラによる月上空１００キロメートルからの月面撮影、また、同１１月には、「地球の出」及び「地
球の入」の撮影に成功している。 
第２２号科学衛星「ひので」（太陽観測衛星）については、搭載された３種類の最新鋭望遠鏡を

用いて、観測を重ね、その成果は、同年１２月発行の米科学誌「サイエンス」で特集され、表紙も

飾っている。また、これと前後して、Astronomy and Astrophysics（ヨーロッパを代表する天文学

の学術雑誌）でも特集が組まれた。 
第２４号科学衛星（ＰＬＡＮＥＴ－Ｃ）については、当初計画どおり平成２２年度の打上げに向

けて開発を進めた。また、第２５号科学衛星（ＡＳＴＲＯ－Ｇ）については、研究開発を進めた。
さらに、日欧が共同して水星を探査する BepiColombo プロジェクトについては、宇宙開発委員会
の事前評価をふまえ、平成２０年度から開発に移行することとなった。 

 
 

（指標） 
 １６ １７ １８ １９ 

ＪＡＸＡが開発し打ち上げた
科学衛星 － 

第 23 号科学衛星
「すざく」（Ｘ線天文衛星） 
第 21 号科学衛星 
「あかり」（赤外線天文衛星）

第 22 号科学衛星「ひの
で」（太陽観測衛星） 月周回衛星「かぐや」

成果の外部発表数 
（うち査読付き論文数） 
（※科学衛星と利用衛星の合
計値） 

3,655 
(399) 

3,188
(289)

3,806 
(472) 

3,103
(404)

特許等の出願数（※科学衛星
と利用衛星の合計値） 

109 113 120     138

 
（指標に用いたデータ・資料等） 
ＪＡＸＡ調べ 

 
（指標の設定根拠） 
指標としては、直接のアウトプットである衛星の打上げ実績と、アウトカムとして出現する、開発

過程における特許等の出願数、運用した結果発表される論文数とした。 
 

達成目標１０－６－３ 
科学衛星を開発・運用し、宇宙天文学や宇宙探査の分野で学術的に意義の大きな成果を挙げ、宇

宙科学の分野での世界的な研究拠点となる。 
（基準年度１５年度・達成年度：２４年度）
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３．評価結果 
Ａ 
 

  （判断理由） 
当初計画どおりに衛星を開発し、打上げに成功した。打上げ後の運用も計画通りに進捗して

いる 
４．今後の課題及び政策への反映方針 

宇宙天文学や宇宙探査の分野において、今後も、世界第一線級のサイエンス・センターを目指し、
信頼性を第一に据えた開発を行う。第２４号科学衛星（ＰＬＡＮＥＴ－Ｃ）については平成２２年
度の打上げに向けて、また、BepiColomboプロジェクトについても平成２５年度の打上げに向けて、
それぞれ開発を進める。第２５号科学衛星（ＡＳＴＲＯ－Ｇ）については引き続き研究開発を進め
る。 
また、現在、運用中の衛星についても、観測データを世界中の科学者、関係機関に公開するなど、

学術研究の進展に貢献し、世界的な研究拠点となることを目指す。 
 

→予算、機構定員等への考え方 
宇宙天文学や宇宙探査の分野で学術的に意義の大きな成果を挙げるため、引き続き、科学衛星の

開発・運用に必要な予算、人員の確保を図る。 
 
５．主な政策手段 

政策手段の名称 
[19 年度予算額（億円円）] 

概 要 19 年度の実績 21 年度の予算要求
への考え方 

ＪＡＸＡによる宇宙分野の
研究・開発・利用 
（ＪＡＸＡ運営費交付金
1,288 億円の内数） 

世界最高水準の宇宙科学
研究の推進 

月周回衛星「かぐや」の打上げに成功
し、本格観測を開始した。また、第 22
号科学衛星「ひので」（太陽観測衛星）、
第 21 号科学衛星「あかり」（赤外線天
文衛星）、第 23 号科学衛星「すざく」（Ｘ
線天文衛星）等についても順調に運用
を継続中である。 

継続 
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事例２－30  政策 水産物の安定供給の確保 目標① 低位水準にとどまっている水

産資源の回復・管理の推進（水産物の安定供給の確保）〔農林水産省実績評

価〕 
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